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平成１８年第７回那須烏山市議会定例会（第３日） 

 

平成１８年９月２１日（木） 

                          開議 午前１０時００分 

                          散会 午後 ５時０７分 
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     ２番  渡 辺 健 寿 君        ３番  久保居 光一郎 君 

     ４番  髙 徳 正 治 君        ５番  五味渕   博 君 

     ７番  佐 藤 昇 市 君        ８番  佐 藤 雄次郎 君 

     ９番  野 木   勝 君       １０番  大 橋 洋 一 君 

    １１番  五味渕 親 勇 君       １２番  大 野   曄 君 

    １３番  平 山   進 君       １４番  水 上 正 治 君 

    １５番  小 森 幸 雄 君       １６番  平 塚 英 教 君 

    １７番  中 山 五 男 君       １８番  樋 山 隆四郎 君 

    １９番  滝 田 志 孝 君       ２０番  髙 田 悦 男 君 

◎欠席議員（２名） 

     １番  松 本 勝 栄 君 

     ６番  沼 田 邦 彦 君 

◎説明のため出席した者の職氏名 

    市長         大 谷 範 雄 君 

    助役         山 口 孝 夫 君 

    収入役        石 川 英 雄 君 

    教育長        池 澤   進 君 

    総務部長       大 森   勝 君 

    市民福祉部長     雫   正 俊 君 

    経済環境部長     佐 藤 和 夫 君 

    建設部長       池 尻 昭 一 君 

    教育次長       堀 江 一 慰 君 

◎事務局職員出席者 

    事務局長       田 中 順 一 

    書  記       藤 田 元 子 
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    書  記       佐 藤 博 樹 
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○議事日程 

   日程 第 １ 一般質問について（議員提出） 

   ―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○本日の会議に付した事件 

   議事日程に同じ 
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［午前１０時００分開議］ 

○議長（小森幸雄君）  ただいま出席している議員は１８名です。１番松本勝栄議員、６番

沼田邦彦議員から欠席の通知がありました。定足数に達しておりますので、ただいまから会議

を開きます。 

 日程に入る前に報告いたします。地方自治法第１２１条の規定に基づき、市長以下関係部課

長の出席を求めておりますので、ご了解を願います。 

 本日の議事日程はお手元に配付のとおりでございます。事務局長に朗読いたさせます。 

〔事務局長 朗読〕 

 

議事日程 

平成１８年第７回那須烏山市議会定例会（第３日） 

   開    議 平成１８年９月２１日（木）  午前１０時 

   日程 第 １ 一般質問について（議員提出） 

 以上、朗読を終わります。 

                                    

     ◎日程第１ 一般質問について 

 

○議長（小森幸雄君）  日程第１ 一般質問を通告に基づき行います。なお、議会運営に関

する申し合わせにより、質問者の持ち時間を質問と答弁を含めて９０分としておりますことか

ら、議長において時間を計測し、持ち時間の９０分を超えた場合は制止をいたしますので、ご

了解願います。質問、答弁は簡潔明瞭に行うよう、この際お願いをしておきます。 

 通告に基づき３番久保居光一郎君の発言を許します。 

 ３番久保居光一郎君。 

〔３番 久保居光一郎君 登壇〕 

○３番（久保居光一郎君）  おはようございます。ただいま議長より発言の許可をいただき

ました久保居光一郎でございます。私は、初めてこの壇上から質問をさせていただくものであ

ります。前には先輩の議員がずらりとおられまして、また傍聴席のほうにもたくさんの方がお

見えでございまして、何か入学試験を受けにきているような、そんな少し緊張しているところ

でございます。よろしくお願いいたします。 

 質問に入ります前に、一言所感を述べさせていただきます。私は去る４月に行われた那須烏

山市となって初めての市議会議員の選挙において、市民の皆様から議員としての重責を担わさ

せていただくことになりました。ご承知のとおり、本市の財政は極めて厳しい状況であります。
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さらに追い打ちをかけるように市の人口は刻一刻と減少の道をたどり、加速しながら少子高齢

化時代へと進もうとしています。このような現状の中で、今こそ早急に行うべきことは、１つ

は行政の改革であり、２つは間もなく誕生して１年を迎える那須烏山市の礎を築くこと、さら

に３つ目は横並びの手法ではなく、新たな発想と市民との協働によって時代への活路を拓くと

いうことであります。この重要な時期に、議会の一員として働かせていただくことは身の引き

締まる思いであり、また、大きな使命感を抱くものであります。 

 私はただいま申し上げた観点に立って、大局的見地から那須烏山市をとらえて、これまでと

変わらずに市民の目線で物事をとらえ、私自身も行動する一市民であることを忘れずに、同志

の議員の方々と力を合わせ、この職責を果たしてまいりたいと強く感じているところでありま

す。 

 大谷市長におかれましては、那須烏山市のために日々ご尽力をされていただいていることに

対しまして、心から感謝と敬意をあらわすものであります。質問にあたり、市長並びに教育長

におかれては、誠意あるかつ具体的な答弁をくださるようお願いをいたしまして、私の質問に

入らせていただきます。 

 私は、４点についてお伺いをいたします。まず、１点は、指定管理者制度導入に伴う今後の

対応について、２点目は企業誘致委員会における進捗状況とその環境整備についてであります。

３点目は、サタデースクールのこれまでの成果と今後の取り組み方について、４点目はスポー

ツ、文化の振興であります。 

 初めに、指定管理者制度導入に伴う今後の対応について市長にお伺いいたします。所感で申

し上げましたように、本市の財政は大変厳しい状況であり、今こそ英断を持って行財政の改革

に取り組まなければならないときであります。今般の地方自治法改正に伴う指定管理者制度導

入の目的は、１つは、これまで市が直営で行ってきた公の施設、また公共的団体に管理委託を

してきた公の施設について、今後は従来の手法を改め、経費の削減や非効率的業務の見直しを

行うことであり、２つ目は、すぐれた経営感覚やノウハウを持ち合わせた民間企業及びその他

の団体に広く参入を促し、適正な管理を確保して、なお一層市民のサービスの向上を図ること。

あわせて自治体経費の削減を行うことがその目的であります。私は、本市においても大いにこ

の制度を活用すべきであると考えております。 

 この件について３点ほど市長にお尋ねいたします。まず、１点は、今般、市の公の施設１８

施設を対象に、民間１社と今まで管理委託をしてきた公共的団体９団体にこの制度を導入した

わけでありますが、今後も今回の施設、団体以外にこの制度を導入しようとするお考えがある

のか。またあるとすれば、どのような施設、団体を想定しているのか市長の考えを伺いたいと

思います。 
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 ２点目は、指定管理者団体と取り交わした協定書の中に、公共的サービスの向上と効率的な

管理運営業務を行うこととありますが、今回、指定を受けたすべての団体が現状のままでも不

足なく業務ができると考えているのかどうか。市長の見解を伺いたいと思います。 

 ３点目は、那須烏山市誕生に伴い、旧烏山、南那須両町にあった多岐にわたる多くの団体が、

旧両町民の英知によって１つの団体になったということは大変喜ばしいことであります。市長

が言われている融和融合であろうかと思います。しかし、ただ２つの団体が１つになったとい

うだけでは、なにゆえの２町合併なのかということであります。今回、制度導入を図ったこの

機会をとらえて、各団体は本来の目的に沿ったより効果的な運営活動体制が整っているのか。

人員、人材の配置は適正なのか。また、日々、現状を憂い苦悩しているところはないかなどな

どの件について、行政と団体、職員とそれにかかわる人たちがひざを詰めあって意見交換を行

うなど、よく現状を精査する時期ではないのかと私は考えているところであります。 

 団体によっては、どこまでが行政の範疇でどこからが団体の範疇なのか、極めてあいまいな

部分を抱えたままこの制度を受諾した団体もあろうかと思います。この際、市長みずから各団

体の現状を見きわめて、必要とあれば強いリーダーシップを発揮されるべきと考えますが、こ

の件についても市長の考えを伺いたいと思います。 

 続いては、企業誘致委員会の進捗状況とその環境整備についてお尋ねをいたします。市長は

本市の厳しい財政状況を踏まえ、安定的財源の確保と雇用の創出、また地域の活性化を図るた

めに、企業誘致を重要な政策課題として企業誘致委員会を設置されました。私は大変結構なこ

とだと思います。しかし、企業誘致に関しては多くの自治体が望んでいることでもあり、なか

なか容易なことではないと考えますが、やるからにはしっかりと腰を据えて取り組んでいただ

きたいと願うものであります。企業誘致委員会における進捗状況はどうなのか。また、具体的

に進出企業の引き合いはあるのか。あるとすれば、何社なのか、市長にその報告を求めるもの

であります。 

 また、企業誘致するにあたっては、自然環境の保全とともに、市民の安心安全を維持するた

めに十分配慮しなければならないことは当然のことであり、この件については市長も同じお考

えであろうかと思います。企業誘致のために最大１億円を限度とした固定資産税の免除に相当

する奨励金制度や既存企業に対する増築への支援など、さまざまな企業誘致に関する優遇措置

を考えておられますが、市は誘致した企業をどこまで支援するのか。また取りつけ道路や上下

水道など具体的な環境整備についてどのように考えておられるのか、市長の見解をお伺いいた

します。 

 ３点目の質問は、サタデースクールのこれまでの成果と今後の取り組みについてであります。

この事業は旧南那須町において当時の町長であった大谷市長の特段の肝入りで平成１５年度か
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ら学力向上のために導入されたものであると私は認識しているところであります。那須烏山市

になって、今度は市内全校において小学校は６年生、中学校は３年生を対象にして、今月から

来年の２月までの６カ月間にわたり、小学校は延べ日数２０日、１日２時間の授業で計４０時

間、教科は国語と算数の２教科であります。中学校は延べ日数１８日、１日３時間で計５４時

間、教科は国語、数学、英語の３教科という内容で、今月からサタデースクールが始まったわ

けでありますが、過去３年間実施されてきた学校での成果と各学校の先生や児童生徒、父兄の

反応がどのようなものなのか、この件についても市長にお尋ねをいたします。 

 私は子供たちが学ぶことを決して否定するものではありません。むしろ大いに賛同するとこ

ろであります。しかし、市が取り組む事業であるならば、市のすべての児童生徒が等しく同じ

ときに学べる制度を検討すべきではないかと私は考えています。そのような観点から、学年学

科を特定せずに、スポーツ、文化活動を含めて市内小中学校の全員を対象とした、子供たちの

個性を伸ばす教育を行うことも一案ではないかと考えますが、この件について市長並びに教育

長のご見解を伺いたいと思います。 

 最後の質問は、スポーツ、文化の振興についてであります。言うまでもなく、スポーツと文

化は心身を鍛え、心身をはぐくみ、また心をいやし、人との協調を生み出し、知性を高めるな

ど、日々の生活の中において人々にとっては欠かすことのできない活力の源であります。 

 那須烏山市が誕生したことにより、旧烏山、南那須両町の体育協会、文化協会がことしの５

月と６月に合併されました。１０月８日には、烏山地区は大桶運動公園において、南那須地区

は緑地運動公園において市民運動会が開催される予定であります。また、１１月３日からは両

地域の文化施設において市民文化祭が開催されることとなっています。この２つの催しは、市

と市民が総力を挙げて年に一度開催されるスポーツ、文化のビッグイベントであると考えます。

市としては、どのような思いを持って、この体育祭、文化祭に取り組もうとされているのか、

市長のご見解を伺います。 

 活力ある那須烏山市をつくるために、その原動力となるものはたくさんあろうかと思います。

しかし、その中で大きなウエートを占めるものはスポーツ、文化の振興であります。スポーツ

振興に市を挙げて取り組んでいる自治体や、よき歴史と伝統を重んじ、文化活動が盛んな市民

の文化意識が高い自治体は、総じて若い世帯の定住率も高く、そこにある観光資源と絡めて地

域の活性化が図られているものと私は承知しています。 

 本市においても、スポーツ、文化の両面にわたり、先ほどサタデースクールの質問の中で述

べさせていただいたように、子供の個性を伸ばすこととあわせて市民及び団体の発掘、育成、

支援をさらに積極的に行うべきと考えますが、市長はどのように思われているか、その所感を

伺います。 
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 以上の４点について、市長並びに教育長に重ねて誠意あるご答弁をお願いいたまして、私の

１回目の質問を終わります。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

〔市長 大谷範雄君 登壇〕 

○市長（大谷範雄君）  ただいまは３番久保居光一郎議員から、指定管理者制度導入に伴う

今後の対応について、企業誘致委員会の進捗状況とその環境整備について、サタデースクール

事業の成果と今後の取り組み方について及びスポーツ、文化の振興について、以上４項目にわ

たりご質問をいただきました。その順序に従いましてお答えを申し上げます。 

 まず、指定管理者導入に伴う今後の対応等についてでございますけれども、指定管理者制度

は既に議員もご指摘のとおりでございまして、公の施設の管理について公から民への開放を促

進させる制度でありまして、平成１５年９月の改正地方自治法の施行によってできた新しい制

度でございます。従来の管理委託制度では、公の施設の管理の委託先は政令で定める公共的団

体などに限定をされておりましたが、今回の改正によりまして、株式会社などの民間事業者へ

の委託も可能となったわけでございます。 

 多様化する市民のニーズに効果的に効率的に対応していくためには、市といたしましても公

共分野における民間事業者のすぐれた経営ノウハウを活用していくことが極めて有効であると

判断いたしまして、各施設の適正な管理を確保しながら一層の市民サービスの向上を図る観点

から、先の第６回臨時議会におきまして、やまびこの湯を初めとする１６施設について指定管

理者の議決をいただいたところであります。具体的には外部委託への全庁的な取り組みを計画

的に推進するため、外部委託の推進に関する基本方針を定めまして、４月以降外部委託に関し

ての検討を進めているところであります。 

 外部委託に関する基本的な視点でございますが、市民満足度の高いサービスの実現、行政運

営体制のスリム化と財政の健全化の推進、市民協働によるまちづくりの推進でありまして、施

設管理について市が直営とすべき必要性や維持管理コストを検証しながら、今後の対応を決定

してまいりたいと考えております。 

 具体的な施設につきましては、スポーツ施設、公園、幼稚園、保育園、給食センター等につ

いて指定管理者制度を導入する可能性のある施設でございます。先進自治体もそのようなたく

さんの事例もございますが、そういった施設を含めまして指定管理者制度の導入を検討してま

いりたいと考えております。なお、指定管理者の選定にあたりましては、公募を原則といたし

まして公共的団体、民間企業、ＮＰＯ、任意団体等幅広く対象としてまいりたいと考えており

ます。 

 指定管理者制度を設けた公共的団体にありまして、そのすべての団体に資質があるというよ
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うな認識なのかというお尋ねでございますが、今回の指定管理者といたしまして指定をいたし

ました団体においては、この制度の趣旨や協定書により、効率的な管理運営を行う資質がある

と認識をいたしております。しかしながら、指定管理者制度導入は市にとりまして初めてのこ

とでございます。今後、各施設の維持管理、運営等について分析検討を加えながら、指定管理

者とともに住民の立場に立った運営を行ってまいりたいと考えております。 

 さらに、指定管理者において公共的団体は一部の団体を除いて合併をされているが、今後の

制度導入の機会をとらえて、またなぜ合併かをとらえて、各団体の現状を精査して適正な行政

指導を行うべきとのご提言でございます。 

 各種団体統合につきましては、合併時の調整方針に基づきまして合併後の那須烏山市の融和

と一体性の確立を図るために、団体の実情を尊重しながら統合に向けた調整を進めてきたとこ

ろであります。その結果、消防団、社会福祉協議会、シルバー人材センター、体育協会、文化

協会、国際交流協会等の主たる各種団体が統合して、市全域を活動エリアとして各種事業を展

開しているところであります。 

 しかしながら、一部には団体の実情によりまして、新市において速やかに統合するよう調整

に努めてきた団体もございます。今回、指定管理者としてお願いをすることになりました観光

協会につきましても、現在、烏山観光協会、南那須観光協会として活動を行っておりますが、

今後の市の観光振興のためにも早い時期に統合することが望ましいと考えております。関係者

とも協議の上、円満円滑な調整を進めてまいりたいと考えております。 

 議員ご指摘の行政と団体職員、それにかかわる人たちの意見交換をして精査すべきとのご提

言は私も同感であります。ただ単に、指定管理者の従来の形を踏襲するだけでは本来の在り方

ではないからであります。これはご指摘のとおりであります。今回の指定管理者は、やまびこ

の湯以外は設定期間を１年７カ月としております。その間にあって、目的といたしております

経費節減、サービスの維持向上が図れるよう議論を徹底をして、あるべく改革を断行してまい

りたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

 次に、企業誘致委員会の進捗状況、環境整備についてのお尋ねであります。まず、企業誘致

委員会の進捗状況でございます。企業誘致委員会は議会代表３人、商工会長２人、農業協同組

合長、旧烏山地区及び旧南那須地区工業関係者４人、金融機関代表１名及び市関係者３人の合

計１４人で構成をされております。 

 既に２回ほど開催をいたしておりまして、本市の企業誘致活動方針、誘致及び市内立地を促

進するための優遇措置の内容を検討いたし、今議会へ企業の誘致及び立地を促進する条例を上

程したものであります。今後は企業情報の収集、提供及び現況調査や企画、提案を審議をして

いただく予定でございますので、ご理解を賜りたいと思っております。 
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 なお、現在の企業誘致等の引き合いでございますが、計４件ほどございます。新築１件、今

あります増築３件、いずれも製造業という報告を受けております。ただ、推進委員会の実績は

現在のところございません。そのような計画案づくりに今、邁進しているところであります。 

 企業誘致を図るために、自然との共生を図りながらも誘致のための環境整備が必要だという

ことでございますが、庁内には本市の企業誘致活動方針に基づきまして、企業誘致プロジェク

トチームを組織をいたしておりまして、県や市に対するさまざまな申請手続の調整を行ってお

ります。対外的には本市内に分譲可能な工業団地がないことから、立地企業みずから工業用地

の買収、造成を行うことになりますが、遊休市有地、これは県有地も含みますが、民地を誘致

企業へ紹介、便宜を図り、調整を実施したいと考えております。さらに企業誘致推進委員の情

報による市長みずからのトップセールスの実施、アクセス道路、排水等の公共設備についても

可能な限り対処してまいる方針であります。 

 なお、企業誘致は本市の地域特性を十分に踏まえ、周辺環境と調和した企業の誘致を基調と

することとし、市や関係自治会との公害防止協定の締結、関係水利組合との排水放流協定の締

結を行うなど、万全を期す方針でございます。 

 重ねて、優遇措置等のほかの支援についてでございますけれども、底地になります土地のあ

っせんあるいは地域住民や自治会との調整役、これらを市が主体となって行ってまいりたいと

考えております。またさらに、取りつけ道路、上下水道等についても進出企業にとりまして大

変な課題であることは承知をいたしております。これらの件も随時協議をすることとなります

が、市ができ得る支援は全面的に行ってまいりたいと考えております。 

 サタデースクールの事業の成果と今後の取り組みについてのお尋ねでございます。本市のサ

タデースクール事業、旧南那須町平成１４年に実施をいたしまして、４年間やってまいりまし

た。昨年度まで２小学校、１中学校で実施をしてまいりました。これらの成果といたしまして、

他市町村と違った特色のある教育の推進が行えた。また、児童生徒がみずから進んで学ぼうと

する意欲、学習に対する関心度の高揚は醸成が図れた。これらが挙げられるのではないかと思

っております。 

 現在、行っております本事業は、小学校から中学校に、さらには中学校から高等学校へと次

の段階へのステップの時期にあたり、それぞれの学習の総見直し、総復習を行い、自信を持っ

て上級の学校に進んでほしいとのことで実施をいたしております。その教科は先ほども議員ご

指摘のとおり、小学校は国語と算数、中学校は国語、数学、英語を実施いたしております。 

 このようなことで、サタデースクールは平成１４年から４年間実施をしてまいりました。そ

の反応についてのお尋ねがありましたが、平成１７年度に旧南那須町校長会が実施いたしまし

たアンケート調査の報告がございます。これは後ほどお渡しいたしますけれども、調査対象は
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江川小学校、荒川小学校の児童１２５名、保護者１２４名、下江川中学校生徒５３名、保護者

５３名でありました。回収率、小学校の児童は１００％、保護者９０％であります。中学校生

徒が８５％、保護者が８５％の回収率でありました。その結果を見ますと、まず小学校の児童

でありますが、サタデースクールに参加しているのが８２％、その参加している理由でありま

す。勉強する時間を多くとりたい。学校の先生と違った教え方だから。楽しいから。中学校で

勉強についていけるように。塾に通っていないから。等々十数項目の理由がございます。 

 またさらに、参加してよかったことはというところになりますと、わからなかったところや

知らなかったことなどたくさんのことを学べてよかった。先生がわかりやすく説明してくれて

楽しかった。復習ができ、ちゃんとわかるようになった。中学校でどのような勉強をすればよ

いのかがわかった。学校よりもわかりやすく詳しく教えてくれた。自分の劣っているところが

わかった。等の意見が参加してよかった意見であります。 

 さらに、小学校の保護者でございますが、サタデースクールの開校について賛成９６％、こ

の理由は、学校での勉強のやり方と違いがあると思うので、考える力がついてくると思う。学

習意欲を喚起するためのきっかけに、以下２０項目ほどの意見が出ております。 

 またさらに、中学校でございますが、中学校の生徒はサタデースクールに８４％が参加をし

ている理由、土曜日に勉強ができるから。受験に役立つから。家よりも集中できるから。自主

学習でなかなか挑戦できないものに挑戦ができる。うちで学習するよりも効率よく問題になれ

たし、質問もできるから。このようなことを挙げている生徒が多いようであります。 

 さらに、参加してよかったことは、テストなどがあり、苦手を克服できた。テストの結果が

少しはよくなった。集中して学習することができた。英語の文法がとても勉強になった。自主

学習や塾とは違ったやり方で学習できたことなどを挙げております。 

 またさらに、中学校の保護者でございますが、賛成が１００％、家にいても自主学習ができ

ないから。学力が向上するから。学校に質問できないことでもできるから。部活から学習への

気持ちの切りかえができる。自宅での自主学習が集中できない子供にはよいと思う。というよ

うな報告書をいただいておりまして、これを実は新たな那須烏山市の拡大につなげたわけでご

ざいます。そのようなことを検証させていただいておりますので、このようなことをかんがみ

ますと、一応の目的の成果は上がったのかなと私は理解をいたしております。このことをご報

告をさせていただきたいと思います。 

 さらに、スポーツ、文化の振興についてのお尋ねであります。文化祭につきましては、７月

２５日に文化祭運営委員会を発足して、旧両町で行われていた文化祭を一本化し、市主催の文

化祭として市民全員を対象にして取り組むことになりました。期日１１月４日、５日を中心に

烏山体育館をメーン会場として、幼稚園、保育園、小中学校、烏山女子高等学校、南那須養護
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学校の生徒作品、一般の書道、写真、文芸、美術品の作品展示、芸能大会、園芸展等を実施す

る計画であります。 

 これらの出品作品の募集、案内の周知につきましては、市の広報紙、お知らせ版、新聞折り

込み等により多くの市民の方に来場していただけるよう取り組んでまいります。 

 市民体育祭でございますが、今年度は一本化ができませんでした。次年度に向け、体育祭の

在り方、抜本的な見直しも含め検討されるものと思います。ぜひ次年度は一本化はもとより、

子供も大人も楽しめ、さらに融和融合が推進できるような取り組みに期待をしているところで

あります。 

 次に、スポーツや文化活動のみならず、地域おこし、まちづくりにおいて人的資源を有効に

活用することが大切なのは議員ご指摘のとおりであります。現在、本市では人的資源の活用、

発掘を図るために、那須烏山市生涯学習情報紙おたのしみプランの中で、生涯学習機会情報、

生涯学習団体、サークル情報、生涯学習ボランティア、指導者情報コーナーに掲載をいたしま

して、個人や団体の人的資源の情報提供を行っているところであります。 

 このお楽しみプラン、これは今年度初めの４月に全戸に配布をいたまして活用を図っており

ますけれども、さらに人的資源の活用と発掘を図るために、登録者の募集記事をお知らせ版等

に掲載をして、さらに制度の活用普及と発掘、育成、支援に努めたいと考えております。 

 平成１８年度に入りまして、まちづくり団体支援事業も新たな施策として取り組んでまいり

ました。７団体が認可をされております。産学官の連携事業もまちづくり研究会として取り組

んでおります。まちづくり懇談会も発足をさせていただいております。意欲のある市民の皆様

方に大いに参画をいただき、スポーツ、文化の振興にご尽力、ご指導いただければ大変ありが

たいと考えております。このような施策を講じながらスポーツ、文化の振興に努め、活力のあ

る那須烏山市の原動力としたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと考えております。 

 以上、終わります。 

○議長（小森幸雄君）  ３番久保居光一郎君。 

○３番（久保居光一郎君）  ただいま市長から懇切丁寧なご答弁をいただきました。それに

基づきまして再質問をさせていただきたいと思います。 

 私の質問は４点でございますけれども、１点１点質問をさせていただきたいと思いますので、

よろしくお願いいたしたいと思います。まず、指定管理者制度導入に伴う今後の対応のところ

で、団体、施設についてはスポーツ、保育園、運動公園などを考えているということであった

かと思います。私は先ほども申し上げましたように、この制度を有効に活用してやることが、

本市の厳しい財政を救う一つの道しるべではないかと考えておりますので、今後とも積極的に

活用していただければ大変ありがたいと感じているところであります。 
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 また、今、指定を受けている団体なんですけれども、これははっきり申しまして来年度いっ

ぱいでございます。来年度いっぱいというとかなり時間があるように思いますけれども、１年

間というのはあっと言う間に過ぎてしまいますので、ぜひこの１年間の間にプロポーザル方式

によって広く公募をかけたらいかがかなと思います。積極的な取り組み方をお願いいたしまし

て、この件については了解をさせていただきたいと思います。 

 今回指定を受けた団体が本当に現状のままで機能しているのかどうか。また、よく内容を精

査しないと、いろいろと難しい部分の団体もあるのではないかというご質問をさせていただき

ました。この中で、市長のお答えは、大体今回お願いしたところはその資質があるんだという

ご回答でございました。私は、実は今回の質問にあたりまして、藤田のふれあい体験交流館に

行ってお話を伺ってきました。現場の二、三人の方に伺ってまいりましたけれども、あのふれ

あい体験交流館はもともと県単の事業でございまして、ふれあいの郷づくり事業という事業の

一環であろうかと思っております。あわせて同じ時期に旧南那須町において市長が提案をされ

ました特産品開発委員会というような委員会を立ち上げて、私もその中の委員の一員としてか

かわらせていただいた記憶がございます。 

 そのときに、特産品は何がいいかということでいろいろ考えたわけでありますけれども、ア

スパラといちご農園の補助、この町にはお菓子屋さんがないのでお菓子を研究したい。地場農

産物を使ってお菓子をつくってみたいというような３つの事業があったと思います。そのとき

に、パンをつくるというようなことでございましたので、パンは特産品になじまないのではな

いかということで私は反対をさせていただいた記憶がございます。その事業ともちろんふれあ

いの郷づくり事業と、これは全く別個の事業でございますけれども、その事業が相からまって

藤田のふれあい体験交流館ができたのではないかと認識しているわけでございます。 

 行って伺ってみると、なかなか農業公社も今、多岐にわたって仕事があって、人手が３人し

かいないわけです。事務局長の方が１人、補助の事務員の方が１人、農協のほうから出向され

ている職員の方が１人の３人でございまして、なかなか今やっている仕事が範囲が広くて間に

合わないというようなお話も伺いました。 

 それから、いちご園においては、いちご園の代表の方からお話を伺ったんですが、ふれあい

体験交流館の中で１つの決断としてやられては、私としては大変不本意なんだ。私たちは私た

ちで赤字の決算が出ているかもしれないけれども、一生懸命やって黒字にできる自信があるん

だということなので、できれば独立採算でやらせてもらえないかというような意見をおっしゃ

っておりました。 

 パン工房フレーズなんですが、これもお話を伺うと、私たちは特産品開発の流れの中でお菓

子をつくったり研究したりしたかったんだ。それがいつの間にかパン屋さんになって、今はも
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うパン屋をやるのに忙しい、自分の農家をやりながらローテーションを組んで、苦労しながら

出ているところなんですというお話をしてくださいました。 

 それからもう一つ、ここに資料があるんですけれども、あそこのふれあい体験館のお祭りを

皆さんでやっておられるわけでありますけれども、出ると、その方たちに日当が出るんですね、

１日５,０００円の日当が出るということです。それから、パン工房に勤めている方も時間給

幾らということでパート賃金が入ってくるということだそうでございます。 

 また、話はちょっと前に戻りますけれども、特産品開発のときにパンをつくるんだというと

きから、ずっと補助金という名目で３年間ほど３０万円、４０万円、年度によって違ったんだ

と思うんですが、それが出ていました。また、あそこに建物がごらんのようにできて、その中

でいろいろな機械を入れてパン屋さんをやっている。そしてその中でまたパートの収入をいた

だいているということでございます。 

 これはもちろん農政関係の事業ですから、農家の方しか対象にはならないと思いますけれど

も、普通これだけ財源が厳しい時代であって、もし我々商工会の人間が１０人集まれば研修事

業費から建物から中の設備まで全部やってくれるのかということになると、なかなかそういう

ことにはいかないのではないかと思うんです。ですから、それはできたことですから、誤解の

ないように申し上げておきたいんですけれども、やっている方々を決して批判しているわけで

はありません。 

 ただ、そういう現状をよく見ていただいて、先ほど私が申しましたように、できれば市長み

ずから現場の方々の意見を聞いていただく。また担当者の方がその現場の方々とひざを詰め寄

ってどういうところに問題があるのかというような話し合いが持たれなければならないのでは

ないのか。本当にあと１年で公募型のプロポーザル方式を導入するわけですから、早急にそう

いう体制をとっていただきたいというふうに重ねてお願いをするところであります。 

 あともう一つ伺いたいのは、補助金という名目で今、特産品開発等々に市長は援助をされて

おります。この補助金のそもそもの意味はどういうことなのかということであります。私が思

うには、補助金という名目ですから補って助ける金額なんじゃないのかな。そうすると当然ベ

ースにある金額に対して、足りないものを補って助けるのが補助金じゃないかと思うんですが、

どうも今までの特産品開発事業に関しましては、補助金という名目で１００％出ちゃっている

部分があるのかなというような感じがいたします。この辺もあわせて、まず第１点目の質問に

対して市長の答弁を求めるものであります。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  特産品の問題とふじた体験むら等についての２点についてお尋ねが

ありましたけれども、議員もご指摘のとおり、ふじた体験むらはおぐら体験むらと一体もので、
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県単事業を取り入れた２カ年事業で実施をさせていただいたということでございます。基本は

やはり都市と農村の交流事業の一環でございまして、確たる旧南那須の施設がない中で都市か

らの交流人口を伸ばそうじゃないかという目的から導入したものであります。その中で、ふじ

た体験むら、いろいろと関係者、地元の皆さん方とも事前に協議した結果、女性農業者を中心

とする観光いちご園をやろうというようなことで、あわせて特産品開発事業の平成１４年度か

らだと思いましたが、毎年１００万円を各団体に補助しようという制度を設置をさせていただ

きました。その１つに観光いちご園も入ったわけでございまして、そういったところから、観

光いちご園としてとちひめ等も生まれたわけであります。またさらに、あそこをやることによ

って、新たないちご園の経営者も出たというところもございます。 

 １つは市で直営でやっておりますことから、そういった農業の起業の支援もしてきた。先ほ

ど報酬等もございましたけれども、働く農業、農村の雇用の場としても開放したいということ

もございました。したがいまして、そのようなことから、観光いちご園というようなところで

至ったわけでございます。 

 またさらに、特産品開発の中であそこにパン工房フレーズもつくりましたけれども、これは

自分の土地のところに麦を植えて、パンの麦、ちょっと種類は忘れましたけれども、それを原

材料として特産品としてやろう。そういったところが主軸でございまして、今、全面的にそれ

はできておりませんけれども、やはりそういった麦栽培も行っておりまして、そのほか近くに

ゆず、ブルーベリーも植えておりまして、そういったものも活用しながら加工品をつけて付加

価値をつけて売ろうじゃないか。こういったところにまとまって進めてきたわけでございます。 

 いずれにいたしましても、この独立採算等のお話もありましたけれども、現在は、やはり農

業公社の管理下に置いておりますけれども、各会計は１２日の初日で報告をさせていただきま

したとおり独立会計をとっておりまして、そのところが市からの繰出金ということで赤字補て

ん金ということになっているわけですが、それも毎年少しずついい方向に向かっていることに

は違いがないわけでございます。 

 今後、働く内情等についてはいろいろと問題があることも承知をいたしております。私は、

１年７カ月の短期間にそんなところをよく関係者と話し合いながら、今後のことをじかに聞い

てみたいと思っております。パン工房にしても、いちご園にいたしましても、アスパラにいた

しましても前向きにやっていただいて、何とか独立でやろうという意識が皆さん見られると思

っております。そのようなことから、今後、パン工房についてはもう少しのところでございま

すので、黒字化になるのかなと期待をいたしておりますし、いちご園も技術によりましては収

量がふえるはずでありますから、そのようなことももくろみながら、その黒字化に努めていく

ということを期待をしているところであります。 
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 また、特産品については、これは単にふじた体験むらだけではございませんで、アスパラガ

スも酪農家の堆肥と合わせまして還元させようというような試みから、アスパラというふうに

行きついたわけでございまして、酪農家の皆さん方には大変ご支援をいただいている事業であ

ります。そのようなことで、アスパラは堆肥をたくさん使いますので、そのようなことで大変

ご協力いただいております。 

 今、十数軒の農家がアスパラガスに取り組んでおります。非常に収量がよくて１反歩大体

１００万円程度の、これは順調にいってですが、収入が見込めるというものでございまして、

大体これをやると１０年間何とか摘み取りができるんだということでございますので、そうい

った特産品になりつつあるという事業でございまして、私はそういったところのあくまでも一

部補助というようなことで考えております。マイタケもそうでございます。これも全面的にす

べて丸抱えで補助をしているということではございません。 

 応分の補助に見合った額を１００万円の中から分けさせていただいているということでござ

いますので、その点もご理解を賜りたいと思っております。いずれにいたしましても、旧南那

須の観光いちご園を核とするふじた体験むらについては、いろいろと経営上の指摘もございま

す。今後のあるべき姿はこの１年７カ月の間にはそういう方向で行くべきだろうと考えており

ますので、これも重ねてご理解をいただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  ３番久保居光一郎君。 

○３番（久保居光一郎君）  ただいまの市長のご答弁を受けまして、再々質問をさせていた

だきたいと思います。 

 １つは、私は決してこの事業を総体的に否定するものでもございませんし、特産品の開発を

否定するものでもございません。ただ、農家の方ですから一次産品、農産物ですね、それに一

生懸命研究する。またいいものをつくるために開発をするというようなことであれば、大いに

私は支援をすべきではないかなというふうに思っております。 

 ただ、現状のパン屋さんということになりますと、やはり片方で仕事を持っておられるわけ

ですから、その中で兼業でやるということが、皆さんだんだん負担になってきているのかなと

いうことでございます。また、パンにおいてはいろいろなメーカーがございまして、大変おい

しいパンが今、出回っているわけでございまして、その中で特産品として生き残っていくのは

大変難しい部分があるのではないかというふうに思っているわけでございます。 

 いずれにしても、とにかく現場の方々に頑張っていただきたいという思いは同じでございま

す。ただ、私が先ほど申し上げましたような現場には悩みもあるようでございますので、よく

担当部課、それから市長も含めてその辺の話を聞いていただいて、現状の解決を図っていただ

きたいと思っております。 
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 それから、ふじた体験むらの中の建物のつくりでありますけれども、中も大変使いやすいと

いえば使いやすいんでしょうし、使いにくいというような話も聞いております。それはいちご

園が一緒にありながら残ったイチゴをジャムにしたくても、そこで加工ができないというよう

なことでございます。我々商売人でしたらば、当然そういうものもパンをつくるところでイチ

ゴがそばにあれば、イチゴのジャムにするぐらいの設備は考えるだろうと思うんですが、それ

ができないというようなまことに不便なつくりになっている。また場所にしても、あそこで本

当にいいのかどうか。いろいろ問題はあろうかと思いますので、その辺のところを含めて早急

にご検討いただくことをお願いいたしまして、この１番目の私の質問については了解といたし

ます。 

 続きまして２番目の企業誘致委員会における進捗状況についてご答弁をいただきました。こ

の中で、４社ほど今引き合いがあるんだというようなお話でございます。名前は具体的にはま

だ煮詰まっていない状態でしょうから発表していただかなくても結構でございます。この企業

誘致にあたっては、住民の安心安全を脅かす公害等々については十分留意をしていただきたい

と思います。 

 それから私がお尋ねしたかったのは、答弁をいただきましたけれども、市が窓口となって地

域住民と企業との間に入っていろいろな支援をするんだというようなことを具体的にお伺いし

たかったんですが、先ほどの答弁の中では、市が主体となった企業と住民の間に入って調整を

図るんだというようなご答弁をいただきましたので、了解をいたしたいと思います。 

 企業の誘致場所についてアクセス道路とか、そのほかのインフラ等についていろいろと厄介

な費用のかかるような部分もございますので、その辺のところもぜひやるからには力を入れて、

可能な限り支援をしていただきたいと思います。 

 以上、この点について市長のご答弁を求めます。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  重複しますが、再度確認の意味でお答えを申し上げます。 

 誘致企業の優遇策に基づきます今の引き合いは４件であります。新規企業が１件、今の企業

の増築を考えている企業が３件ほどございます。いずれも製造業でございます。そのようなこ

とから、大変これも期待をいたしておりまして、当然今、言われますように公害はもちろんの

こと、いわゆる優良企業が前提でございまして、４件のほかにも２件ほどの報告がありますけ

れども、このことについては事前審査をいたしますと優良企業の範疇に入らないというような

ことから、恐らく受け入れは難しいという認識もいたしております。そのようなことを詳細に

事前に調査検討をいたしておりますので、その辺のところはご安心をいただきたいと思ってお

ります。 
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 私は、工業団地をつくって企業誘致をするということは大変財政上難しいし、危険性がある

と判断をいたしております。したがって、そういうことではなくて、この那須烏山市全域でご

ざいます。それを対象に考えております。しかしながら、それはすべて自然環境を破壊するよ

うなとか、あるいは農業の振興地域を破壊する、こういったことを考えているわけではなくて、

結局開発すべき場所と残すべきところとしっかりと区分けをしてまいります。 

 そのようなことから、住民の皆さんの理解を得ながら進めていきたいということでございま

す。ご理解をいただきたいと思いますが、さらに誘致企業が出ることによって一番の課題は土

地と地元住民との問題なんですね。これはやはり市が主催をする形で主体となって進めていき

たいと考えております。 

 したがって、この誘致企業が希望する面積あるいは周囲の環境、そういったものでまちまち

でございます。したがいまして、それにふさわしい希望に沿うようなところを市が主体となっ

て誘致をさせていただくということでございます。住民の説明会等も市が主催をする形で進め

ていきたいと思っております。 

 １０月７日にはその第１号として、私が主催をいたしまして住民説明会をやってまいります。

また、今晩でございますけれども、やまびこの湯の、これもリニューアルオープンを１０月１

日からいたしますけれども、今晩６時半から地元自治会の住民説明会を私が主催をする形でや

らせていただきます。そのようなことで、十分住民の皆さん方の理解を市長みずからが先頭に

立ちまして融和融合を図っていきたいという策でございますので、これもご理解いただきたい。 

 以上です。 

○議長（小森幸雄君）  ３番久保居光一郎君。 

○３番（久保居光一郎君）  ありがとうございました。２点目の質問にあたって最後に２つ

要望になろうかと思うんですが、お話を申し上げて２番目の質問を終わらせていただきたいと

思います。 

 １つは、７月の那須烏山市のハローワークでの求人状況なんでありますけれども、このとき

の新規求人数が２０１人に対しまして、新規求職者は１９８人でございます。潜在労働力は不

足しているのではないかというふうに考えております。企業がたくさん来ていただくのは結構

ですけれども、既存の事業者から人が引き抜かれたりということがないように、ひとつ新しく

来ていただくところは、ほかから人材を引っ張っていただくというようなことも念頭に入れて

いただきたいと思います。そうでないと、既存の企業がへこんでは同じでございますので、そ

のことをよろしくお願いいたしたいと思います。 

 それからもう一つは、大変公共事業が少なくなって、地元の建設関係の業者もあえいでいる

ところが多いのではないかと思います。ぜひ企業誘致にあたっては、インフラの整備や工場の
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施設建設などは、これもできるだけ市長のトップセールスによって地元の企業に、もちろん制

限つき競争入札、一般競争入札で結構だと思うんですが、公平、公正に入札を図れるような、

そんな働きかけも特段の熱意を持ってお願いをしておきたいと思います。 

 以上で２点目の質問を終わらせていただきます。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  まず雇用問題でございますが、大分上向いてきたというご報告でご

ざいますが、しかしまだまだ、若いあるいは私どもの団塊の世代については大変就業率が厳し

いのも実態であります。企業誘致の際には、那須烏山市の住民の中からぜひ雇用していただく

ことを強く要望してまいります。これはほかから引き抜くということではなくて、新たな雇用

計画でございまして、仮にその方が市街に出て宇都宮に勤めているのであれば、そういった方

をこちらに引くということであります。 

 またさらに、企業誘致に関して並行して私が要望したいのは定住人口なんです。これをふや

さなければ、人口はふえません。したがって、企業誘致にかかわるあるいは東京あるいは名古

屋に本社がある方については幹部が必ず参ります、工場長あるいは事業所長という者が必ず参

ります、幹部が参ります。そういった１００人規模であれば１０人から２０人本社から派遣さ

れるわけでございますから、そういう方も那須烏山市にぜひ定住をするようなことを強く働き

かけてまいりたいと思っております。 

 また、その受け皿は、やはり民間の活力しかありませんので、そういった受け皿も民間の活

力に期待をするということでございます。そうすることによって、そういう民間も潤う企業が

好循環で回るということになろかと思うんです。 

 それと、公共事業等につきましては昨日もご質問に答えた形ではございますけれども、これ

からの公共事業に対する入札は制限つき一般競争入札を目指します。これはあくまでも民間主

体でございますから、これを制限つきでやるとか、こういう権限は全くございません。ただ、

私が要請できるのは、ぜひ那須烏山市内の業者さんを活用いただきたい。あるいは下請であっ

てもぜひお願いをしたい。こういったことの要請はできるということでありますので、ご理解

いただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  ３番久保居光一郎君。 

○３番（久保居光一郎君）  次に、３番目のサタデースクールの件についてお伺いをいたし

ます。 

 まず、私の先ほどの質問に対しましてスポーツ、文化を含めたサタデースクール事業を行う

のも一案じゃないかというようなご質問をさせていただいたんですが、それについてのご答弁

をいただいていないかと思いますので、この件について市長並びに教育長にお伺いをいたした
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いと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  答弁漏れがありまして大変申しわけございません。改めてお答えを

いたします。サタデースクール、そして今年度は各学校長の裁量で使える郷土教育推進費を予

算化させていただいております。少人数学級ですね、２０人程度の学級には市の単独の予算で

もって１人だけは補助的な教員を配置しようではないかということで、小学校１年生は全部配

置をさせていただいております。それと、幼稚園、保育園の英会話教室、これも民間の塾から

派遣をいたしまして授業に取り入れていただいているというところが、今、市が主導する形で

進めている事業であります。 

 やはり市長が教育分野に介入するのは今の制度面では限界があるということも、ひとつご理

解をいただきたいと思います。ただ、那須烏山市にありましては、教育長や教育委員会、教育

委員さん、そういった温かいご理解やご支援があるものですから、そのようなことで今の事業

等については行政主導という形でとらせていただいております。そのようなこともございます

ので、ひとつご理解をいただきたいと思います。全校生サタデースクールの活用ということで

ございますが、このことについて検討させて、どのような事業がいいのかは検討はさせていた

だきますが、全校生徒を対象にするスポーツ、文化の活動、これは理想とすべきところだと私

も思います。 

 具体的な事業はどういうことか、これは教育長ともよく相談し、検討しながら進めていくべ

きと思いますけれども、そういったところで事業の全校生徒対象ということになりますと、今

のカリキュラムの学校指導要領の中で取り組むべき範疇になってしまうのかなというようなこ

とも懸念されますので、そのようなことも含めながら検討していかなければならない問題だろ

うと私は思います。 

 ただ、合併した新市にとりまして、統一した市民のスポーツ大会、文化祭は必要だろうと思

っております。したがって、今後そのような一環で、市民スポーツ大会やあるいは市民文化祭

の中で小中学生を大いに参画させる、こういった事業も那須烏山市の合併したスポーツ、文化

活動にはふさわしいのかなと、このような考え方は持っております。 

 以上です。 

○議長（小森幸雄君）  教育長池澤 進君。 

○教育長（池澤 進君）  私のほうにもご質問いただいておりますが、基本的な観点からは

大谷市長の答弁のとおりでございますが、サタデースクールについて私ども教育委員会の見解

を述べさせていただきたいと思っております。 

 本市独特の教育施策でございますサタデースクールについては、高い関心とご理解を議員ご
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自身持たれて感謝をしているところでございます。私どものサタデースクールの大きなねらい

は、小学校６年生と中学校３年生にこの施策を講じておりますが、小学６年生にとっては中１

プロブレム、小学校６年から中学校に上がるときの心理的な大きな負担あるいはハードルをス

ムーズに中学１年生につなげてあげるという大きなねらいでございます。スポーツ、あるいは

心の面、あるいは学習の面。 

 また中学３年生にあっては人生の大きなハードルでございます。生徒の熱い願い、自分の夢

実現のための進路選択のときの学力の保障、私どもこのサタデースクールを通して子供たちに

保障しようということでございます。１５の春を泣かせない。これはまさに皆さん方と同じよ

うに私どもの親心でございます。どうぞこの理念をご理解いただいて、これからも充実したサ

タデースクールの運営を図ってまいりたいと思っております。ご理解をいただきたいと思いま

す。 

 以上でございます。 

○議長（小森幸雄君）  ３番久保居光一郎君。 

○３番（久保居光一郎君）  私が伺いたいのは、サタデースクールそのものを否定するもの

ではございません。ただ、きょうは時間がないので縷々申し上げることはできないんですが、

私がお話をしたかったのは、今のサタデースクールの中で結構だ。しかし、そういうスポーツ、

文化を含めたサタデースクールにされてはどうかというような提案をさせていただいたわけで

ございます。皆さんご承知のように、最近まちの中を歩いてもうちにいても、近所で子供たち

がきゃーきゃー遊び回る姿が見えないんですね。 

 私たちは子供のころは夏休みになれば堰堤という川がありまして、そこで近所の子供たちが

みんな来て毎日毎日水浴びをしたり、その中で先輩から泳ぎを教わったり、またときにはいじ

めもあったかもしれませんけれども、そういう中で子供たちの人間関係が構築されていきまし

た。 

 また、私はいかんべ祭りなんかもやっているんですけれども、いかんべ祭りの中で日本古来

の伝統文化といいますか、日本舞踊とか三味線とか、そういうものをやる子供さんというのが

１人もいないんですね。いろいろ今はやっているジャズダンスとか何かはたくさん子供さんが

いるんですが、そういう部分をちょっと感じているものですから、ぜひこれをサタデースクー

ルの中に、子供の中には勉強は嫌いだけど駆け足は好きだよとか、ゴルフはちょっとやってみ

たいなとかいろいろあると思うんです。ゴルフ場もうちの市は大変恵まれているわけで、ゴル

フ場の支配人さんなんかにお会いすると、コースを子供たちのために開放しますのでぜひ使っ

てくださいというようなことを言われております。 

 そういうこともあるものですから、ぜひ勉強だけというのではなくて、この指とまれ方式で
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いろいろな個性のある子供がいていいじゃないですか。プロゴルファーが出てもいいし、渋井

陽子選手みたいなマラソンで優勝する人がいてもいいし、三味線で吉田兄弟みたいな子供が出

るのもいいしということで、私は提案をさせていただいたわけであります。ひとつ前向きにご

検討いただきたいと思います。以上で３点目のサタデースクールの質問を終わります。 

 続きまして、４番目の運動会と文化祭の取り組みについてであります。これは市長におかれ

ては、来年からは文化祭も体育祭も一本化してぜひやっていきたいんだというようなご答弁で

ございました。私も下手な横好きでございまして、音楽とかコーラスとかいろいろやらせてい

ただいているんですが、今まで四町の文化祭、各町持ち回りの文化祭なんかにも何回か出させ

ていただいた経緯があるんですが、どうも人がいないんですね。お互いにやる人が交替で舞台

に上がると、待っている人が前で見るというぐらいなんです。いろいろな市の施設を借りるわ

けですけれども、担当の方はただ、かぎをあけて、終わればしめてくれることはやってくれる

んですが、どうも行政としてもっと人を集めてもっと文化を盛んにしようという気概がちょっ

と感じられないと感じているものですから、ぜひ先ほど申し上げましたように、文化とスポー

ツの振興というのは、本当に本市にとっては活力を与えるためには大変重要なことであります

ので、ひとつ前向きに取り組んでいただきたいと思います。 

 それから、広報とかお知らせ版なんかでも、もちろん市民の方に周知はしていると思うんで

すけれども、なかなか読まないんですね。また読んでも忘れちゃうんです。ですから、当日か

前の夕方あたりに、うちのほうには防災無線があるんですから、あしたの何時に体育祭が始ま

りますよ、あしたの何時から文化祭が始まりますよ、皆さんどうぞお出かけくださいぐらいの

ことは一言流していただければありがたいなというふうに感じます。それから、烏山地区にお

いては、防災無線がありませんので、広報車か何かでちょっと一回りしていただければありが

たいと思いますので、よろしくお願いをいたしたいと思います。 

 また、市内にはいろいろな文化的な見識を持った方がたくさんおられます。また、スポーツ

で活躍をされた有能な方はたくさんおられます。ぜひそういう方を発掘していただいて、その

方たちにも市のスポーツ振興のために尽力をいただけるように、お取り計らいをお願いいたし

たいと思います。 

 この件について、また市長のほうから所感を伺いたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  確かにご指摘のところはよく私も理解をいたします。広報活動等に

ついては、ある部門でもいろいろとそういったご指摘のところはやっているところもございま

すけれども、さらに私も防災無線とはいえ災害、交通安全等だけではなくて、そういったとこ

ろに広く活用することは同感であります。そのように指示をしてまいりたいと思います。 
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 文化祭につきましては、ことし統一した文化祭が烏山体育館を中心にやることになっており

ます。体育祭はいろいろと今、自治会の皆さん方を主体にあるいは昔の結社単位でやっている

ということもございまして、いろいろと意見等もございます。旧両町の昔からの流れの中でや

ってきているものですから、そのようなところでいろいろと意見があるものですから、そんな

ところで今回は統一化ができませんでした。次年度はぜひ抜本的な見直しをやらなければなり

ませんので、そのようなことも含めて、次年度はどういう形であれ一本化でやりたいと思って

おります。 

 指導者の件に触れられましたけれども、私も実は既に旧町時代から呼びかけております。ス

ポーツ、文化団体で言われるように、野球、サッカーだけではないと私も思います。例えば旧

南那須の森山グランドでは有志がラグビーをやっていますし、ラグビーを教えていただきたい

というようなことも実は言いましたら、希望者が１人あったそうでございます。今でも若干ふ

えているそうでございますが、そういった働きかけも行っております。また、地域の小学校を

主体といたしましたスポーツ少年団のリーダーはすばらしい人たちばかりでございます。そう

いった方でそういったところも着実に進んでいることは事実でございます。さらに拡大をしな

がら拡充をしていく必要性を私も感じておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  ３番久保居光一郎君。 

○３番（久保居光一郎君）  文化祭の予算を見ると、芸能大会の分があるんですが、スピー

カーから何から用意して３万円の予算がついているそうでございます。もちろん財政が厳しい

ですからやむを得ない部分もございますけれども、私はスポーツと文化の振興というのは大切

だと思っておりますので、この予算の件についてももうちょっとどうにかならないものか、ま

た芸能大会といえば、やはりテープを流したり、歌を歌ったり、マイクや音響は必要なわけで

ありますから、その辺のところは市のほうで担当してあげてもいいのではないかというような

要望を１つさせていただきたいと思います。 

 私はもう時間がありませんけれども、今までいろいろな行政の委員とか、さまざまな団体に

所属して活動をしてまいりました。その中で、一番私が感じていることは、いかんべ祭りとか

イルミネーションなどもそうなんですけれども、みんなが休日を返上して、場合によっては昼

夜をいとわず、いろいろと準備作業にあたってくれています。こういう姿を見ると、私は本当

にありがたくて感謝をするわけでありますけれども、その中で言えることは市民の皆さんが肩

書とか何かにとらわれないで、みんなが一緒になって協力し合えば、この那須烏山市において

も絶対ほかの自治体にひけをとらないようなことができるのではないかと確信をしているわけ

であります。これからは本市と同じような境遇の自治体が、それぞれあらゆる手法をもって、

生き残りをかけた自治体間の競争がさらに強くなってくるのではないかと考えたときに、どの
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ようにして民と官との太い絆を結ぶかということが、これからのこのまちの盛衰を占う一つの

大きなファクターになってくるのではないのかなというふうに考えております。 

 誤解を恐れずに言わせていただければ、市の庁舎のほうに市民の皆さんに来ていただいて、

さまざまな会議を開いて市民の意見を聞くということは本当に大切なことであります。また、

各自治会や各団体の会合とか活動に出向いていって、皆さんと一緒に行動するということも大

事であります。 

 しかし、もっと大切なことは、市のために、地域のために活動している人たちの中に入って

いって、どれだけ思いを同じくして話をすることができるのか。また、思いを同じく一緒に汗

を流すことができるのかということであろうかと思います。それぞれの立場にある人たちがど

れだけ本気で取り組んでいるかという気概が、そういう団体や市民の皆さんに伝われば、財政

の厳しい本市にあって、また行政の低下が懸念されるこれからにおいて、必ずやそれを補って

余りある市民の協働が得られるのではないかというふうに、生意気なようですけれども、私は

確信をしているものであります。 

 最後にあたり、一言言わせていただきます。財源の不足を補う知恵と汗、今、私が述べさせ

ていただいたこのくだりにつきまして、恐縮ですが最後に市長の所見を伺わせていただいて、

私の質問を終わりといたします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  大変すばらしいご説でございまして、感服をいたしておりました。

そういう意味で、日ごろから久保居議員にあっては、いかんべ祭りを初めタウンイルミネーシ

ョン、これは県内どころか全国的な話題で持ちきりでございます。そういった中で今言われた

ように、いかんべ祭りにいたしましても、タウンイルミネーションにいたしましても、そこで

いろいろと準備にかかわってくれている人的資源が宝物であるといつも感じております。その

ようなボランティア精神でもって、日祭日を問わず、そして朝な夕なそういったところでご尽

力をいただいているものは、まさに那須烏山市の宝物ではないかと思っております。 

 そのようなボランティア精神の皆さん方を大いにこれからも拡大をすることが、那須烏山市

の発展につながることはまさに同感でございます。そのような観点でもって、これからも議員

にはいろいろとご指導をいただくことが多いかもしれませんが、官と民、あるいは学も入れた

そして生意気でございますけれども、そういったところがきらっと光るまちづくりにつながっ

ていく。そのように私も思いますので、さらなるご指導をいただきたいと思います。ご理解い

ただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  ここで１０分間休憩いたします。 

休憩 午前１１時２７分 
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再開 午前１１時３９分 

○議長（小森幸雄君）  休憩前に引き続き再開いたします。 

 次に、通告に基づき１６番平塚英教君の発言を許可いたします。 

 １６番平塚英教君。 

〔１６番 平塚英教君 登壇〕 

○１６番（平塚英教君）  本日２人目の一般質問でございます。通告に基づきまして一般質

問を行いますので、明快なるご答弁をお願いするものであります。 

 まず最初に、障害者自立支援法が本年４月に施行され、障害者と家族、施設事業所を直撃し

ております。福祉サービス利用料に原則１割の応益負担が導入されたためであります。負担増

のためサービスの利用を中止する障害者が続出しております。通所施設の場合、無料だった利

用料負担が月額２万円から３万円、給食費も含む大幅な負担になっております。小規模事業所

の工賃収入をはるかに上回る利用料負担の支払いに働く意欲をなくし、施設利用を断念して、

家にとじこもる障害者が相次いでいると言われております。施設への報酬も激減し、経営の存

続が危ぶまれる事態に直面しております。 

 佐野市では、社会福祉法人の精神障害者グループホーム４カ所が報酬減で運営困難になり、

閉鎖に追い込まれております。障害者自立支援法が障害者の自立を阻む状況を生み出している。

新聞報道でもあるように批判の声が高まっております。改めて、障害者と家族、施設関係者か

らの負担軽減を求める運動と強い要求を受けて、自治体独自の施策を講じるところも数多く生

まれております。 

 利用者負担軽減や事業所補助のために、独自の施策を行う自治体はきょうされん、これは障

害関係施設でつくる全国組織でありますが、この春の調査でも８都道府県、２４２市区町村で

市区町村全体の１３％に上る独自の施策を行っております。その後も増加をしております。障

害者と家族、事業者を苦しめているのは応益負担の導入のためであります。障害が重く、多く

の支援を必要とする人ほど重い利用料負担を強いる原則定率１割の応益負担は、社会福祉の理

念に真っ向から反するものであります。 

 日本共産党は本年２月と６月の２度にわたり、緊急要求を発表し、８月には国会議員団とし

て政府に応益負担の撤回と障害者自立支援法の抜本的見直し、利用者負担の軽減、事業者報酬

を改善することを重ねて申し入れております。 

 厚労省が６月下旬に実施をしました自治体アンケート調査でも、半数を超す都道府県で利用

者負担増による退所者利用抑制の実態が生まれていると報告されております。制度見直しは急

務であります。１０月からは新たに補装具、障害児施設にも応益負担が導入されます。障害程



平成18年第７回定例会 第３日 

－196－ 

度区分の認定とそれに基づく支給決定、地域生活支援事業も始まり、国の補助金抑制のもとで

サービスの後退や市町村格差の一層の拡大も懸念されます。障害者自立支援法は小泉構造改革

の社会保障費削減の一環として、昨年の１０月に国会において与党多数で強行されたものであ

ります。このような状況のもとで、障害者自立支援法が本年１０月から本格的に自治体での事

務事業が進められる中で、市長に答弁を求めるものであります。 

 第１に、障害程度区分認定とこれに基づく支援の決定、また地域生活支援事業が開始されま

すが、自治体の責任も一層問われることになります。自治体として利用者、関係者の実情、実

態をどのように調査把握し、分析し、対応策を図っているのか。具体的な説明を求めるもので

あります。 

 第２に、関係利用者の１割負担導入に伴い利用者が施設をやめたり、利用者負担が困難に追

い込まれる事態の中で、施設経営者側も報酬単価の引き下げや月額制から日額制への変更で事

業運営が困難になっている。これらの実情、実態を正確に把握しているかどうか。障害者の実

態に合った制度の改革、改善を政府に強く求めるべきだと考えます。 

 第３に、関係利用者、施設経営者に対して市独自の助成、支援策を積極的に図り、負担軽減

に取り組むべきだと考えます。 

 第４に、障害者の実態と実情に合った、希望を持って障害者が自立を目指すことができる市

独自の支援対策を盛り込んだ市障害者福祉計画を策定検討いただきたいと思います。ご回答を

求めるものであります。 

 次に、現在、那須烏山市が行財政改革集中プランを実施している中で、効率的な市の市有財

産の管理運営が求められております。こういう中で、この市有財産の管理運営をどのように図

っているのか伺うものであります。 

 まず、市有の行政財産及び普通財産の管理運営について、どのように適正な維持管理に努め

ているか伺うものであります。特に、普通財産の有効利用として不要不急の市有地の処分を含

めた財産管理を検討していくとされておりますが、具体的にはどのように進めているのかご説

明をいただきたいと思います。先の議会全員協議会には、老人福祉センターの敷地や旧烏山町

学生寮跡地の処分を検討する説明がありました。老人福祉センター用地につきましては、残念

ながら現状のままになりましたが、旧学生寮跡地につきましては売却を図っていきたいとのこ

とでありました。 

 しかし、烏山学生寮は有志の皆様方のご尽力によりまして、在京学生の生活の拠点として長

い間重要な役割を果たしてきました。現在は跡地だけになっておりますが、もし売却処分され

た場合には、学生寮建設に努力をされた、ご寄附いただいた関係者の意思に沿って市独自の学

生等の奨学基金にご活用いただきたいと思いますが、ご回答を求めるものであります。 
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 市有地の駐車場管理についてお尋ねをいたします。現在、市の駐車場の設置場所と台数、管

理運営をどのように行っているのか伺うものであります。今回、山あげ祭で一部駐車場を有料

としましたが、１年間を通じて無料のものをなぜ祭りの時期だけ有料にするのか。もう二度と

お祭りに来ないなどの大変な批判を受けております。あたりばったりの駐車場管理ではなく、

市民が等しく統一性を持って管理運営を図るべきと考えますが、市の考え方を答弁いただきた

いと思います。 

 次に、南那須郵便局の問題についてお尋ねをいたします。日本郵政公社は２００７年１０月

に完全民営化を前にしまして、来年３月までに１,０４８の集配局を廃止する合理化を進めよ

うとしております。栃木県では１０局、当地域では南那須郵便局を１０月１６日から集配業務

を廃止しようとしているわけであります。郵便を利用される市民の皆さん、そして市と議会で

明確な協議をしない中で進められようとしているわけであります。集配局の廃止される全国的

な大半を見ますと、離島や中山間地、過疎地の郵便局であり、地域住民の日常生活に必要不可

欠な郵便サービスの提供について、郵政事業部はサービスは低下させないとの説明をしており

ますが、経験のある郵便局員が減らされ統合されることにより、集配地域の広域化とそれを補

うためのアルバイト職員による穴埋め計画であります。 

 現時点では地域住民の合意と納得もなく、一方的に集配業務の統廃合が進めば、サービス低

下することは明らかであり、労務強化のため不正規雇用でひまわりサービスの低下も懸念され

ます。民営化、分社化になってもサービスは変えないとの原則を徹底させ、準備が間に合わな

ければ実施の延期、集配業務の廃止撤回も求めるべきと考えますが、市の考え方を伺うもので

あります。 

 次に、烏山線沿線の駅舎整備についてお尋ねをいたします。那須烏山市と県都宇都宮、さら

には首都圏を結ぶ動脈であるＪＲ烏山線の利用向上に向けてあらゆる対策が求められます。本

年の山あげ祭には上野から臨時列車山あげ号を２日間走らせていただくなど、ＪＲ東日本のご

支援をいただいているところであります。しかし、利用向上につきましては決め手がなく、利

用客が伸び悩んでいるのも実情であります。今回は、市長の提唱している全市花公園構想の具

体化として、沿線の遊休地を地権者の協力を得て花公園を展開されると聞いておりますが、実

際に実施をしている市農業公社の取り組み状況についてご説明をいただきたいと思います。 

 この運動と一貫性を持たせるために烏山線沿線の駅舎周辺の花壇等につきましても、地元住

民、長寿会等のボランティアのご協力もいただいて、花公園を同時に進めるようお願いするも

のであります。マスコミ等で取り上げていただいて脚光を浴びれば、新たな観光の目玉、都会

からの交流人口をふやすことができると考えます。 

 また、烏山線利用者の駐車場等の管理につきましても、駅周辺、住民、会社等の協力を得て、
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有料駐車場につきましては指定管理者制度を活用いただき、実態に合った運営を進められるよ

う提案するものであります。ご回答をお願いするものであります。 

 次に、野生鳥獣類等による農作物への被害対策について質問をいたします。市内各地で有害

鳥獣類等による農作物への被害が多発し、広域化しております。野生鳥獣類のうち、特にイノ

シシ、ハクビシン、カラスなどが農作物への被害を大きく及ぼし、被害の農作物は水稲、果樹

を初めサツマイモ、トウモロコシ、トマト、ジャガイモ、カボチャ、スイカなど多品種に及ん

でおります。実りの秋を迎えて野生有害鳥獣対策が急務の課題となっております。市当局に対

策を求めるものであります。 

 第１に、市内の農作物への被害状況の把握調査をどのように進めているのか伺うものであり

ます。また、被害農家への支援対策を行政としてどのように進めているのか答弁を求めるもの

であります。 

 第２に、近隣自治体、広域的に連携を図り、行政として有害鳥獣類等による農作物被害防止

対策について、農家への情報提供、防護駆除対策への支援、補助を導入すべきと考えますが、

取り組みについてご説明をいただきたいと思います。 

 第３に、国、県に支援対策を求め、市行政としても計画的な防止対策、農家への支援対策を

進めていただきたいと考えますが、明確なご答弁をお願いするものであります。 

 最後に、テレビ放映地上デジタル化に伴う対策を伺うものであります。２０１１年７月２４

日までにアナログテレビ放送は終了し、地上デジタル放送に完全移行するとのことであります。

この地上デジタル化は放送開局を順次進めている状況ですが、難視聴地域の共同アンテナ塔へ

の受信組合への国、ＮＨＫ等からの助成対策を徹底させ、自治体、行政としても問題なくデジ

タル放送に移行できるよう対策を求めるものであります。デジタル放送に向け、現況と市の対

策、国、ＮＨＫ等の助成制度対策があれば、ご説明をいただきまして、第１回目の質問といた

します。 

○議長（小森幸雄君）  休憩いたします。 

休憩 午前１１時５６分 

 

再開 午後 １時００分 

○議長（小森幸雄君）  午前中に引き続き会議を開きます。 

 市長大谷範雄君。 

〔市長 大谷範雄君 登壇〕 

○市長（大谷範雄君）  ただいまは１６番平塚英教議員から、７項目にわたりましてご質問

をいただきました。 
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 まず、障害者自立支援法の問題についてであります。４点ご質問をいただいております。第

１点目が、自治体としての利用者、関係者の実情、実態をどのように調査分析、対応を図って

いるかとのお尋ねでございます。那須烏山市における各種障害認定を受け手帳等を交付されて

おります方は、身体障害者が１,３５４名、知的障害者２０１名、精神障害者７２名、合計１,

６７２名でございます。これらの人を対象に障害者福祉サービスの利用状況、障害程度区分認

定にかかわる面接調査、また障害手帳交付者全体の３分の１の方に対する意向調査を実施をし、

これらをもとに分析を行い、また福祉計画策定委員会の意見を聞きながら、平成１８年３月ま

でに障害者福祉計画策定を完了したいと考えております。 

 ２点目でございますが、施設運営者が運営困難になっているこれらの実情を把握し、障害者

の実態に合った制度改革改善を政府に求めるべきだというようなご提言でございます。４月１

日からスタートいたしました障害者自立支援法は、従来の３障害、身体、知的、精神でござい

ますが、ばらばらの制度体系による格差を解消し、市町村に実施を一元化をし、利用者本位の

サービス体系に再編したものでございます。 

 しかしながら、議員ご指摘のように、施設運営者への報酬単価の引き下げ、月額から日額制

による事業収入の大幅減、そして利用者の１割負担が利用者への負担となっていることも議員

同様承知をしているところであります。しかしながら、４月１日にスタートした障害者自立支

援法に基づく障害者福祉サービスは、本格的に１０月１日から施行ということでございますと

ころから、現状についてもう少し県や市町村との連携あるいは実態調査を詳細にいたしまして、

検討させていただきたいと考えております。もちろん議員ご指摘のとおり、このような実情に

ついては私も満足のいくものではございませんので、機会あるごとに関係機関への要望はして

いきたいと考えているところであります。 

 ３点目は、市独自の助成支援策を積極的に図り、負担軽減に取り組むべきとのご提言であり

ます。新聞、テレビ等で幾つかの自治体で利用者への負担軽減策、いわゆる上乗せ対策あるい

は事業者への支援策を実施しているところ及び予定があるところは私も承知をいたしておりま

す。先ほども申し上げましたとおり、県、他市町村との連携も考えながら実態を詳細に検討し

ていただくところでご理解をいただきたいと思います。 

 ４点目は、障害者の実態と実情に合った、希望を持って障害者が自立をできる支援策を盛り

込んだ障害福祉計画の検討をされたしというご提言でございます。もちろん障害者福祉計画、

障害者基本法で市町村の努力義務でございましたが、法律の改正により平成１９年度以降はこ

の計画が義務づけをされたわけであります。本市における障害者福祉計画向こう３カ年の障害

者福祉サービスの目標数を決めて、それをもとに計画的に整備を進めていこうとするものであ

ります。 
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 もちろん最初に申し上げましたとおり、３障害者の実態やニーズをよく把握をいたし、課題

を整理し、計画案を策定し、策定委員会パブリックコメント、議会等の意見を聞きながら、那

須烏山市のでき得る範囲内でのサービス種類と数値目標を盛り込むとともに、議員ご指摘の趣

旨を十分踏まえた策定を進めていきたいと考えております。 

 市有財産の管理及び処分についてお尋ねがございました。市有の行財政財産及び普通財産の

管理は、旧南那須、烏山とも古い台帳をもとに管理をしておりまして、今後、台帳等の整備が

必要であります。普通財産のうち、不要不急な土地につきましては、極力処分の形をとりたい

と考えております。貸し付け土地等につきましては現利用者と協議をし、売り払いの方向で進

みたいと考えております。 

 議員ご指摘の旧烏山学生寮跡地につきましては、今議会で土地の調査費等で委託料を要求を

させていただいたところであります。土地鑑定、境界確認等の作業を進め、年度内には処分を

したい考えでおります。なお、ご寄附をいただいた６人の方がいらっしゃいますが、９月の過

日、寄附者のご遺族と私が面談をさせていただきまして、そのお礼と市の売却方針を伝えたと

ころでございます。いずれのご遺族の方も快く市の方針に同意をすると了承を得ておりますこ

とも、あわせてご報告を申し上げます。 

 さて、売却処分をした場合の活用法でございますが、議員ご提案の奨学基金としての活用、

これはごく自然で意思に沿った形と考えられます。しかし、一方、将来の担い手を育成すると

いう東京での施設建設であるとの解釈もできますことから、まちづくり全般の向上策に充てる

のも一考かと思います。このことは、すぐに活用するということではなくて、慎重に議会等と

も相談をしながら検討させていただきたいと思います。 

 また、市の駐車場は南那須地区については庁舎北側駐車場、南側、これは公園部分でござい

ますが、ＪＲ烏山線利用者、福祉センター西北側、職員専用とともに図書館の一部に駐車場を

有しております。烏山地区につきましては、烏山庁舎北側、これは職員専用となっております。

南側、玄関前並びに庁舎西側、消防庁舎南側及び旧郵便局跡地及び山あげ会館前の駐車場がご

ざいます。 

 旧南那須においては無料駐車場でございますけれども、旧烏山は駅前駐車場及び中央公園駐

車場については有料としており、これは議員もご指摘のとおり、合併後の均衡がとれていない

状況にございます。旧両町のここまできた経緯もあると思います。そのことをよく検証を行い、

合併をした那須烏山市としてふさわしい統一した管理体制をとってまいりたいと考えておりま

す。 

 南那須郵便局取り扱い業務の変更についてのご質問でございます。日本郵政公社では平成

１９年１０月からの郵便局の民営化、分社化に向けて準備をしておりますが、烏山郵便局につ
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いては業務を円滑に移行させるために、これまでの郵便局業務が郵便、貯金、保険の窓口サー

ビス、郵便の配達、収集の集配サービス、貯金、保険の集金募集サービスに区分されます。窓

口サービスにつきましては、郵便の時間外窓口は廃止されますが、これにかわるものとして書

留、小包は土曜、日曜日を含め配達することを基本としております。 

 一方、南那須郵便局につきましては、議員ご指摘のとおり平成１８年１０月１６日から集配

業務が廃止をされる見込みであります。これは南那須郵便局の業務としての廃止であり、その

後の集配業務は烏山郵便局に引き継がれ、烏山郵便局の外務員が南那須地区まで回ることにな

ります。集配の時間帯は一部の地域で午後になるところもあろうかと思いますが、集配の回数

も減らすことなくサービスの低下にはならないというふうに聞き及んでおります。今後も地域

住民の声に耳を傾けながら地域の要望を届けるよう、さらに努力を傾けてまいりたいと考えて

おります。 

 ４項目目は、烏山線沿線の駅舎周辺整備についてお尋ねがございました。私は、この緑豊か

なふるさと那須烏山市を花一面に飾りたいことから、全市花公園構想を立ち上げたわけであり

ます。その手始めといたしまして、ＪＲ烏山線沿線によるこの花を取り上げたわけでございま

すが、玄関口であります鴻野山駅周辺から烏山駅までの駅及び沿線に四季折々の花を飾ること

によって、ＪＲ烏山線沿線の花の名所になることを夢に描いております。そのような観点から、

具体的な用地や種類の選定を農業公社が事業主体として取り組むよう指示をいたしているとこ

ろであります。さらに、将来におきましては市全体が花で埋まるよう、この輪を広げていこう

と考えております。 

 また、烏山線利用者の駐車場管理につきましては、公衆トイレなど一部シルバー人材センタ

ーに委託をいたして清掃作業等を行っておりますが、駐車場等については十分な管理がなされ

ているというふうには考えておりませんので、ご提言の駅周辺の住民、会社等これがボランテ

ィア活動の一環で管理をしていただくことが最高の策でございますが、そのようなことができ

るかどうか、今後も検討していきたいと考えております。 

 野生鳥獣類等による農作物への被害対策についてのご質問でございます。現在、那須烏山市

におきまして、野生鳥獣による農作物被害が増加しておりまして、農家の生産意欲の減退を招

くとともに、農業振興を図る上で大きな障害となっております。このような中で、市内におけ

る有害鳥獣による農作物被害の状況でございますが、平成１７年度につきましてはカラス、カ

モ等が市内全域で被害面積３ヘクタール、被害金額が水稲を主といたしまして４４０万円でご

ざいました。イノシシは宮原を除く境地区全域を中心に被害面積０.４ヘクタール、被害金額

が芋類と水稲を主として６１万円でございました。本年度におきましては、イノシシによる被

害が深刻となりまして、現在の被害面積は芋類を主といたしまして０.７ヘクタールとなって
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おります。このほか市内全域においてハクビシンによる被害もふえつつございます。 

 対策でございますが、現在行っている対策でございます。有害鳥獣捕獲を猟友会に依頼をし、

５月にカラス、カモ等の捕獲、６月から９月までイノシシの捕獲を行っております。実績でご

ざいます。現在のところ、カラス、カモ等が２１４羽、イノシシ１頭であります。また、１１

月から２月の狩猟期にはイノシシが１８頭捕獲されております。有害鳥獣は地域を越えて移動

するために有効な捕獲を行うためには、広域的な連携が必要であります。近隣市町と協力をし

て一斉捕獲等を行い、被害の防止に努めてまいりたいと存じております。 

 このほか来年度より栃木県において狩猟免許試験の規制緩和が実施され、ワナ猟の試験につ

きましては受験者の負担が軽減をされる予定でありまして、被害農家が免許を取得して直接わ

なを仕掛けることも可能となります。これは小型で広域的に出没するハクビシンに最も有効に

対応できる手段でございます。農家への被害防止対策の情報提供といたしましては、地域防除

研修会を開催し、農家の方々の防除技術の向上を図りたいと考えております。本年度、小木須

地区で県主催の有害鳥獣対策指導者研修会を開催をしており、今後ともこのような機会を積極

的に設けていきたいと考えております。 

 防護対策につきましては、有害鳥獣の中でも特にイノシシ及びハクビシンの問題が深刻であ

ります。中山間指定をされている境地区では活力のある中山間地域づくり事業を活用して、防

護柵設置の助成を行い、また指定のない地域では有害鳥獣捕獲を主軸として、有害鳥獣を寄せ

つけない地域づくりを推進してまいりたいと考えております。 

 ６項目目は、テレビ放映地上デジタル化に伴う対策についてのお尋ねであります。地上デジ

タル放送は視聴者の利便性の向上や電波の有効利用等を目的に、現在、国の政策としてアナロ

グ波からデジタル波への移行が進められております。本年末までにはすべての都道府県所在地

において開始されることになっております。栃木県内におきましては、平成１７年１２月に宇

都宮タワーにおいて、そして本年の１２月には矢板中継局においてデジタル放送が開始される

など、順次、県内中継局を整備しながら放送エリアの拡大を図り、アナログ、デジタル両波を

放送するサイマル放送の期間を経て、平成２３年７月２４日をもってアナログ波を停波、デジ

タル放送に完全移行する計画となっております。 

 地上デジタル放送への移行にあたりましては、ＵＨＦアンテナの設置や地上デジタル専用テ

レビまたは専用チューナーなどの購入が必要であり、市民にも金銭的な負担が発生してまいり

ます。中でも旧南那須町に４施設、旧烏山町に１２施設の合計１６施設が設置をされるテレビ

共同受信施設につきましては、施設の改修が必要となります。ＮＨＫ受信施設分の改修費につ

いては原則としてＮＨＫが全額負担することになりますが、民法テレビ放送施設分の改修につ

いては受益者負担となるため、受信世帯に多大な費用負担が発生するおそれがございます。 
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 現在、多くの都道府県、市町村からの要望を受け、国では地上デジタル放送受信に関する財

政支援策について検討が進められております。栃木県においても、県内のテレビ共同受信施設

設置状況の実態調査を進めるとともに、調査結果に基づく財政支援策が検討されております。

今後につきましても、引き続き国、県への財政支援の要望を実施するとともに、平成１９年度

に策定予定の地域情報化計画の中で、市の果たすべき役割について明確化を図ってまいりたい

と考えております。 

 なお、市内におけるデジタル放送の視聴可能なエリアについても事前に調査をして、難視聴

地域の把握に努めるとともに、難視聴地域解消のための施策についてもあわせて検討をしてま

いりたいと思います。 

 以上、答弁を終わります。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  それでは第２回目の質問に移りたいと思います。 

 ただいまの順序に従いまして質問をいたします。まず、障害者自立支援法の問題でございま

すが、本日の下野新聞等によりましても、日光市が、来月から自立支援法での負担分を作業所

利用料を市が助成するということ、あるいはこの施行に伴い県内宇都宮市、大田原市、佐野市

などが利用者負担を無料にするという方針を出しております。さらに、栃木市の障害者自立支

援法の利用負担の軽減策として、市独自の助成制度の導入準備を進めているということであり

ます。さらには、小山市におきましても、障害児を日中一時支援する軽減策を市が一般の学童

保育よりも安い料金を設定して、地域で安心して生活できる施策を行う。このような独自施策

を進めているところであります。もう一度、このような市独自の利用者軽減や市の支援策を進

める準備がないかどうか、改めて答弁を求めるものであります。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  先ほども申し上げましたけれども、自立支援法に対する那須烏山市

独自の支援策は必要と考えております。しかしながら、那須烏山市にふさわしい支援策という

ことでご理解をいただきたいと思います。もちろんこの支援あるいは利用者負担の軽減という

ことになりますと、当然、財政問題が絡んでくることになります。今はその財源がはっきり言

うとないといっても過言ではございませんので、そのような財源を工面をしながらのこととな

りますことから、那須烏山市としてのでき得る支援をしてまいりたい。このようなことでご理

解をいただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  自立支援法そのものも福祉関係者にとっては非常に悪法でありま

すけれども、そういうものの法律の条文そのものの理解の仕方についても非常に積極的に受け
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とめる自治体と、条文を盾にとってなかなか市独自の施策をやらないという自治体があるとい

うふうに聞いております。障害者自立支援法の第７条、自治体の独自負担軽減措置は法に反す

る。こういうような考え方からだというふうに聞いておりますが、これは明らかに誤りであり

ます。 

 この法第７条は、他の法令による給付との調整を規定したものであり、介護保険などの他の

法律等による給付との重複給付を禁じているということでありますので、定率１割負担を自治

体独自に軽減することは法の規定に何ら反するものではなく、独自軽減措置は自治体の判断で

行える。これは厚生労働省の担当者が答えております。 

 そういうことなので、そういう理屈ではなくて、本当に障害者の負担が大変だというところ

と、事業者も大幅に収入が減って大変な混乱を来しているという実情があるわけでありますの

で、福祉サービスの軽減や医療費の負担軽減、市独自の軽減策をぜひともご検討いただきたい

と思いますが、もう一度ご回答をお願いしたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  この自立支援法も本来の国がいう自立支援法の内容といいますのは、

いわゆる知的、身体、精神の３障害の皆さん方が今までサービスが別々に行われていたものを、

自立支援法の一元化によりまして共通のサービスが受けられますよというのが言い分でありま

す。しかし、内容的にはその事業者の負担増、したがって大変切り詰めた経営を余儀なくされ

ているという実態もよく承知をいたしております。また、利用者も負担がかなりきつくなった。

もちろん１割、そして食事が全額負担といったことになりますと、自立支援法は内容的には障

害者の支援というよりは、むしろ切り捨てに近い法だなというふうに私も理解をいたしており

ます。 

 したがって、私ども、国、県の指導を受けながら自立支援法に基づくことを執行していくこ

とになりますので、そのような中において、那須烏山市としてでき得る自立支援法の欠落部分

を補う意味で支援をしていきたいという考えでございますので、あくまでも実態を踏まえた那

須烏山市にふさわしい支援策であることをご理解をいただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  今、市長が３つの障害関係を一本化して等しくというふうに言う

んですが、それぞれ障害の程度も違い、また、身体、精神、知的ということでばらばらな状態

のものを一本化しようというところに無理があるわけですけれども、これは簡単に言えば応益

負担導入によって利用者に負担を強いることによって、国の負担分を減らすということなんで

すよね。厚生労働省の試算によりましても、利用者負担の総額は８６０億円に上る。つまり、

国が８６０億円削るために障害者に負担を強いているというのが実情であります。 
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 したがって、国の制度そのものが非常に障害者の実態に合わないということでございます。

市独自のできる限りの支援策を行いながら、また小規模作業所への支援強化あるいは地域生活

支援事業につきましても、市のとれる範囲の支援策を進めながら、制度上の欠陥につきまして

は国の責任まで市が負う必要はないわけですから、国、県がきちんと負うべきだということで、

この問題については市独自のできる限りの支援策を図りながら、国には主張すべきものを主張

して見直しをさせるように図っていただきたいと思います。もう一度ご答弁をお願いします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  地方に対する財政的な削減ということで、前の議会でも申し上げた

んですけれども、三位一体の改革によりまして補助金、負担金そして地方交付税等、その国の

財政のつけをまずやれるところからやるというようなことで、地方への支援金を削減したとい

うことについては、全く反対した立場をとってまいりました。したがいまして、三位一体の改

革は失敗だったと言わざるを得ないということになったわけでありますので、それと同じこと

でございまして、今回もそういった１つの策を地方にこのつけを回したという感が強いという

思いを私も持っております。したがって、さらに市長会なり、そういったところを通じて、既

にこれは要望申したところでございますが、引き続き粘り強く解消方に向けて要望をしてまい

りたい。また、繰り返しになりますが、自立支援法に対する那須烏山市のでき得る支援対策は

構築をしたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  できる範囲内で、この地域の力量が問われる一つに地域生活支援

事業というのがあるんですね。これについてはうちには旧烏山、旧南那須の軽作業所があり、

民間のものもありますけれども、そういう地域活動支援を市独自で支援をできると思います。

ぜひ実情に合った支援を進めていただきたいというのが１つ。 

 あわせて先ほど紹介しました県内の日光市や栃木、佐野、大田原、宇都宮等で実施をしてい

るこのような負担軽減、これについてはいつごろ結論が出るのか、もう一度ご答弁をお願いし

たいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  先ほども申し上げましたとおり財源との関連がございますので、平

成１９年度の当初予算裁定時までには、何らかの方向性は出していかなければならないと思い

ます。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  ぜひ県内の財政力のあるところとないところとの地域格差、格差

社会と言われていますけれども、そういうものの一つだというふうに私は思いますが、不合理
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で障害者が不利な目に遭わないようにぜひ温かい手当をお願いしたいと思います。 

 続きまして、市の財産管理の問題でございますけれども、行財政報告書によれば、決算書で

もありますけれども、財産という欄に行政財産が載っておりまして、一番下に普通財産という

のがあります。普通財産は項目や場所がわからないんですね。これは総務課のほうに行ってお

聞きしました。そういう中で、旧烏山分と旧南那須分の普通財産の一覧表を出していただいた

んです。 

 しかし、先ほど述べましたように、普通財産の有効活用として不要不急の市有地の処分を含

めた財産管理をどう検討していくのか。総論ではそういうことで検討するんだというふうに言

っておりますが、もちろん行政財産の中から普通財産に回るものもあるでしょうが、普通財産

の中から、これはまだ必要だ、これは処分できない、これは処分できる。この処分できるもの

についても短期、中期、長期というような計画的な処分の仕方というのがあるのではないかと

いうふうに思われるんですけれども、それについても場当たり的な考え方ではなくて、総合的、

計画的に処分をすべきではないかというふうに思うんですけれども、そういうような検討が図

られているかどうか。もう一度ご回答をお願いしたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  そのような場当たり的な考えは持ち合わせておりませんが、前に申

し上げておりますように、これからは公共施設等の統廃合に伴いまして、どうしても跡地利用

をどうするかという問題が出てまいります。虫食い的にやってまいりますと総合的な計画がで

きませんので、同じように遊休地と言われるようなところ、不要不急な土地の処分等について

も慎重に、住民の皆さんの意見も聞いたり、あるいは議会のご意見等も聞いたりして、進めて

いくものと考えております。 

 東京の学生寮についてはそのようなことで持ち上がりましたけれども、このことは東京のあ

る先方の業者のほうから求めたいという一つの意見があったことから、このようなことになっ

ておりますが、この那須烏山市内に有する土地等については慎重に図ってまいりたいと思いま

すので、ご理解をいただきたいと思います。（「そういうものを検討する組織があるのかどう

か」の声あり）この組織については今の内部的には庁議のメンバーをそのメンバーとさせてい

ただいておりまして、失礼をいたしました。那須烏山市の公有財産管理運用委員会設置及び運

営規程というものがございまして、委員会には助役から収入役、総務部長、各部長、各関係課

長ということで委員会がありますので、このような設置及び運営規程の中で運用の方向性を持

っていくということだろうと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  市有財産の管理ですから、場当たり的でないと言いながらも基本
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的には小出しに出してくるんですよね。私が言っているのは、もっと行財政改革というような

意味からも総合的に、これはまだ普通財産といえども必要なもの、あるいはこれは売却は無理

だろう、沼地とかいろいろありますからね。そういうものとか、これは売れるけれどもしばら

くの間持っていようとか、これは短期間に売ろうとか、そういう総合的な計画を持って進める

べきと。そういう中身がわかれば、民間の方でも払い下げがどこができるのかなということが

わかるわけですよね。そういうものが先ほど民間と公のほうが連絡をとって信頼関係を持って

というような話がありましたけれども、そういうものがわかれば、あそこは利用できるとか利

用できないとかいうのも民間のほうでわかるわけですから、そういうものを総合的、計画的に

すべきではないかというふうに思うんですが、もう一度ご回答をお願いします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  今、そのような総合計画をつくるために準備をさせておりますので、

もちろんそうだと思いますよ。ただ、今までの初音の土地であるとか、この東京の学生寮の土

地につきましては、そのようなことの今の時期でないと処分が難しいというような判断に基づ

いて今行っているわけでございまして、その他恐らく何十箇所になろうかと思いますけれども、

こういったことにつきましては、住民福祉の向上に寄与する土地かあるいはそうでないか、あ

るいはまず永久的に不要なのか、あるいは少し待てば利用価値があるのかという判断は当然し

ていかなければならないものですから、そのようなことで先ほどの要綱に従って進めていきた

い。その組織に基づいて私は進めていきたいと考えております。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  次に、学生寮のこれからの考え方の問題でありますが、確かに処

分をする、そして財源にしたいというのは一方で考えはあるでしょうけれども、今、都市部で

の地価が下げどまっているんですよね。そういう中で、これからその地価が上がるのかどうか、

そういう点も見きわめる必要があるのではないかなというふうな意見もあるんですよね。その

辺で慎重に対応すべきじゃないか。短兵急に売って、後でもっと高くなったのにというふうな

ことで問題ないのかなという意見もあるんですが、その辺の考え方をお聞きしたいというのが

１つ。 

 ２つ目には、確かに在京関係の学生さんの生活の拠点であったということは論を待たないん

ですけれども、私が言っているのはそれを市独自の学生の奨学基金に全部とは言いませんよ、

一部活用すれば、北海道であろうが九州であろうがどこの大学に行っていても、あるいは各種

学校に行っていても、ある程度奨学資金に活用できるのではないか。それもこの烏山の金融機

関の方がこの寄附にあたって大きな役割を果たしているわけですよね。 

 そこに預ければ、長期運用して大きな運用を図ることができるわけですから、そういう意味
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で全部をそこに回せと言っているわけではなくて、そういう活用をすれば、学生寮として使っ

ていたものの対価が脈々と世代を超えて勉学にいそしむ次の世代を担う方々に活用できるので

はないか。もちろんそれは返してもらうんですからね、やっちゃうわけじゃないんですから、

返してもらうんですから。そういうことも含めて活用することは必要ではないかということを

申し上げているので、もう一度ご回答をお願いしたいです。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  そのような理解のもとでお答えをしたつもりでございますが、もう

一度お答えをさせていただきますが、今、那須烏山市も合併いたしまして奨学金制度、そして

基金もございます。そのような中で、仮に東京の学生寮が言い値で売れるというようなことに

なった場合は、どのような活用法かということでございますが、私は全部を一事業に使うとい

うことではなくて、やはり、まちづくり全般にご寄附をいただいた皆様方、あるいは遺族のご

意見も聞きながら、あるいは議会の意見も聞きながら、そういった使い道を考えたらどうだと

いうご提言でありまして、その中で一部学生のための奨学資金に活用というのも一案だろうと

いうふうに考えております。そのようなことでございますので、ひとつご理解をいただきたい

と思います。 

 過日１２日の臨時議会で鑑定評価も市から発注する形で議決をいただきました。三、四日前

の新聞でも下げどまり、むしろ東京は上昇傾向になっているということも承知をいたしており

ます。その辺の情報も専門業者のほうからいろいろいただきたいと思いますので、しかるべき

時期に、しかし、上がる上がると待っているというようなことも、これは行政としてはちょっ

とどうかな。行政のスタンスとしてちょっと疑問がありますので、ある程度のところで決断を

しなければならない。そういったところが正直な気持ちであります。 

 いずれにしても、今、鑑定評価を市が依頼をいたしておりますので、その報告等をもちまし

て、実は前にもある業者が持ってきた鑑定評価がございます。その資料がございますが、それ

とも比較検討しながら、今後の土地の上がり状況なども推定をできるところもあるかと思いま

すので、その辺の情報を的確に把握をしながら執行していきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  次に、市営駐車場関係についてお尋ねをいたします。先ほど現在、

市の駐車場関係の設置状況と管理の中身についてご説明がありました。しかし、先ほど私の質

問に対してご回答がなかったのは、山あげ祭で一部市有駐車場を有料として使った。その駐車

場が１年を通じて無料であったものをなぜお祭りの時期だけ有料として使ったのか。それで、

利用した方が、中にはもう二度と来ないというような憤りを持っている方もいたというふうに

聞いております。そういうことでは困りますので、お祭りの駐車場の料金の取り立てはやめて
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もらいたいというふうに思うんですが、この点についてご回答をいただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  今回の山あげ祭について桟敷席と駐車場を有料化にしたということ

が新たな取り組みでありました。私も山あげ祭の実行委員会の会長という立場でございますの

で、そのようなことからその責任は私にあると思いますけれども、このことにつきましては、

山あげ祭には実行委員会が３つございまして、企画部会、組織宣伝部会、実行部会がございま

して、その中の企画部会の決定に基づきます実行委員会の決定でございます。したがいまして、

今、議員ご指摘の、利用者からの有料駐車場に対しての意見というものも十分私も聞いており

ます。そのようなこともございますので、私のほうからこうしろということはちょっと難しい

でございますけれども、議員のご意見あるいは市民の意見というようなことで、今年度の反省

点の１つとして企画部会に伝えまして、その中で次年度に向けた検討をしていただく。このよ

うにしたいと思いますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  有料にしたところは職員駐車場の部分ですよね。職員の皆さんが

１年間とめていても無料なのに、何で私ら市民が市民税払って有料なんだというおしかりを受

けました。そういうことでありますので、有料にするなら全部の駐車場を全部有料にするべき

だ。一部だけ有料というのはおかしいというようなご指摘を受けているのも紹介したいと思い

ます。いずれにしても、駐車場管理については統一性を持っていただきたいというふうに思っ

ております。 

 次に、南那須郵便局の問題でございます。サービスは変えないというようなご説明ですけれ

ども、県内の郵便局というのは学校とともに地域の中心的な役割を担って、ネットワーク的な

価値が高い集配特定局だということは前の竹中総務大臣も述べておりました。身近にあってお

年寄りの安否確認など、住民の安全と利便性を保障するよりどころとなってきたわけでありま

す。 

 今回の再編は、郵政民営化で万が一にも国民の利便に支障が生じないようにしていきたいと

小泉首相が述べておりますが、これとは異なり集配業務が集約されますと、配達はおくれない

というふうに言っておりますが、結局アルバイトの配達員等に任せるわけですから、そういう

安否確認等の地域のネットワーク的な役割は制限されると私は考えますし、正規の郵便局員の

減少というのは地域経済にも大きな影響を与えるというふうに考えますし、さらには集配業務

がなくなった南那須郵便局は将来採算が合うか合わないかわかりませんが、合わなければまた

統廃合の憂き目に遭うのではないか。 

 そういうふうに考えますと、過疎化はますます広がっていき地方切り捨てにつながってくる
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のではないか。高齢化が進む中で、このようなネットワークがなくなるのは大変だという不安

があります。そういう意味で、市長は大金地区の地域住民の皆さんのご理解やご意見などを聞

いて、これに理解を示したのかどうか。その辺の判断についてもご回答をお願いしたいという

ふうに思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  私どもも南那須そして特定郵便局なるものを持っておりますので、

そのようなことで私が一番懸念をしたのは、やはり今までの住民の皆さんの利用者のサービス

が落ちないかということを再三確認をさせていただきました。しかし、郵政民営化が国会にお

いて決議決定をされましたけれども、やはり私はどうしてもその懸念はございましたので、郵

便局あるいはそういった郵便局の反対陳情等にも名前を連ねたこともあったわけでございます。

しかし、結果としてはこのようなことになりましたので、大変残念な思いでいっぱいでござい

ますけれども、引き続きこのことは住民のサービスをまず第一に考えて落とさない、落ちない

というようなことを強く局長等にもお願いをしているところであります。 

 またさらに、これからも私どもの安否確認というお話をされましたが、このことについては

郵便局と連携をとりまして拡充をしていきたいという考えを持っております。これも実は過日

の郵便局長からの説明のときに、このようなことを市としては考えているんだけれどもという

ことでありましたので、そういったことについては全面的にご協力をいただけるというような

ことになっておりますので、その方式に向けて私も努力をしていきたいと思います。もちろん

この地域経済というのも言及がございましたけれども、私はこれ以上そのようなことにならな

いような努力をしていきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  残念ながら旧南那須地区の住民の意向は集約しなかったという点、

これに至るまでについてはいろいろと難色を示したけれどもこうなってしまったというような

結果論のような話でございますが、こういうものを決める場合には、ぜひ議会とも十分協議を

するとか、あるいは旧南那須地区のとりわけ自治会長さんや住民の代表的な方々の意見を聞き

ながら、その要望に沿って進めるべきではなかったかなというふうに思うわけであります。 

 しかし、サービスの維持向上については今後とも引き続いてご努力をお願いしたい。そうで

なければ、国会で決められたことについてその中身にも反することになりますので、それにつ

いては引き続いてご努力をお願いしたいと思います。 

 続いて、烏山線沿線の問題でございますが、この全市花公園構想、今、農業公社のほうで進

めているということでございますが、これについて担当部局のほうにお聞きしましたところ、

ＪＲ烏山線沿線の遊休農地３カ所、５アールを３カ所で１５アールということで、花は何を植
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えるんだということですが、シャクナゲとクルメツツジというどちらかというと花木ですね。

そういうものを定植するというような話であります。 

 しかし、５アールというのは結構それはそれであるでしょうが、沿線という考え方から言う

と本当に一部じゃないかなと私は考えるわけです。やはりこういう多年生で高額なものでなく

ても花公園ができるんじゃないかなと。例えばヒマワリとか、仁井田ですか、あるいは下野花

岡ですかね、ポピーか何か植えてありますよね。ああいう１年生のもので安価なものでみんな

してそれに参加できるもの。そういうものもいいんじゃないかな、お金もかからないし。そう

いうことで普及していただきたいなというふうに思うんですが、既に農業公社のほうでこうい

うことで進めているんでしょうから、これを曲げるわけにいきませんが。 

 この農業公社で取り組んでいる沿線の花公園構想だけでなくて、駅舎の花壇にも地元の住民

や長寿会とかボランティアの皆さんにご協力をいただいて、花公園構想を市民ボランティアで

つくるということについてお願いしたんですが、これについてはご回答がなかったんですけれ

ども、景観がよくて交流人口も恐らくふえると私は思います。この考えについて同時に進める

ことはできないのか、もう一度ご回答をお願いしたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  先ほどの答弁漏れの中で、当然、地元の老人会や地元自治会、そし

てこのほかにも市では全市花公園構想と、もう一つ今回も２３団体が全市花を植えようという

ことで団体、自治会等が参加をいただいておりまして、この審査会もやったところであります。

そのようなところで、そういった盛り上げ方を行っておりまして、これを遊休田、当面ＪＲ烏

山線沿いに持ってこようじゃないかというのが花公園構想でございます。 

 駅の周辺といいますと、やはりどうしても土地が限られてくるものですから、今回は３カ所、

１反５畝程度のことを考えておりますが、花は群生種がいいとは思いますけれども、とりあえ

ず農業公社の企画でこのようになりましたので、これをやらせてみようと思っております。 

 それもあわせて、地元自治会のあるいは老人会のボランティアの皆さん方も積極的に参画を

していただきますように呼びかけてまいります。また、元田町、これは駅の周辺ということで

はないですが、もしもあのようなポットの中に入れてごらんのように毎日手入れをしていただ

いておりまして、大変景観がいいということになっております。またさらに、各自治会に今こ

ういったところで呼びかけておりまして、さっきヒマワリの話も出ましたけれども、私の地元

の自治会ではアブラナを植えてみようと考えておりまして、歩く道沿いに１キロぐらいをアブ

ラナとあと桜がありますので、そのような構想も実はございます。そのような盛り上げ方を今

率先垂範行っているところでありますので、ひとつ駅周辺に限らない広い範囲で全市花公園構

想の参画を呼びかけていきたいと思います。 
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○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  もちろん駅に限らないんですけれども、熊田のヒマワリの畑が新

聞に出まして、それに対してすごく花見客が来たんですよね。興野へ朝行ったんですけど、ソ

バの花が一面に咲いておりまして、恐らく直売所関係の組合の方が作付けしているんだろうと

思いますが、一面にソバの花が白く咲いているんですよ。それに車が何台もとまっていまして

カメラを持った方が写真を撮っていたんですよ。 

 したがって、私が言っているのはちょぼちょぼと一部やるのではなくて、全面的にやれば交

流人口を大幅に誘客する目玉になるよということはこれまでの二、三の例でも明らかだと思う

んですね。したがって、１反５畝のところに特別な花を植えるというのではなくて、もっと手

軽に市民も自分で負担をしながらそういう花を植えるということをやればいいのではないかな

というふうに思うんです。その意味で、とりわけ烏山線の利用向上という観点については駅舎

の花壇等の整備もお願いしたいし、烏山駅前の整備につきましても、看板が大分老朽化してお

りまして、植栽も大分手入れが悪いんです。そこにある街灯も片方はついていないんですね。

これは地元で虫が寄ってくるということで折り合いがつかなくてつかないらしいんですけれど

も、それを駅舎のほうに持っていけば照明をつけることができるんですね。 

 したがって、これは烏山駅周辺だけに限った話ですけれども、滝駅あるいは小塙、大金、鴻

野山にも小さな花壇はあると思うんですよね。そういうところに一斉に地元の協力を得て花い

っぱいの運動をやれば、利用客にも非常に好評ではないかというふうに思うので、ぜひお願い

したいと思うんです。もう一度ご回答をお願いします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  花に対する今の観光客はかなり交流人口が望めるということは、既

に民間でやっているダリア園、そしてバラ園、そして芝桜で立証済みでございます。そのよう

なことから、全市花公園構想をぶち上げたわけでございまして、単にＪＲ烏山線の一部という

ようなことを想定したものではございません。ただ、今ご指摘の全市みんなでやっていこうじ

ゃないかといったところが理想とするところでございますので、地域の皆さん方のボランティ

ア活動をさらにお願いをする。またそういった意識を醸成するということもこの花づくりには

大変大切なことでございますので、そのような推進方努めていきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  駅前の駐車場は市の有料駐車場とＪＲのほうでやっている駐車場

と２つあるんですね。そのほかにバスターミナルの南側、あそこには空き地がありまして、そ

こはどちらかというと無料の駐車場というような使われ方がされております。その辺がちょっ

と統一性がないのかなというふうに思うので、指定管理か何かでその辺が統一的に駐車場関係
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を委託できないかなというふうに思うんですが、先ほど答弁のなかった駅前の街灯の整備も含

めてご回答いただければと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  駐車場関連の防犯灯ですね。街灯ですね、烏山駅前のね。商工会等

の事業であったかもしれません。そのようなところで不足をしているか、あるいは故障してい

るのか、よく調べなければなりませんけれども、（「違うんですよ。虫が寄ってくるのでつけ

ないんですよ、わざわざ。それを駅前に持っていけないかという話です」の声あり）移動する

ということですか。そのところを市の独断というわけにもいきませんので、駅そして地元の商

工会と協議をさせていただきたいと思います。 

 駅前の駐車場の管理については先ほどもありましたように、無料、有料いろいろとばらばら

でございますので、指定管理者制度についてそれで有料化を図ったらというご提言だと思うん

ですね。そのようなことも指定管理者でやったらどうだというようなことでございますが、大

金駅前はすべて無料というようなことにしているものですから、同じ駅前でもって片や有料、

片や無料ということもございますので、その辺のところはやはり慎重に検討していきたいと思

いますので、そういった整合性をとった上で指定管理者も視野に入れるべきだろうと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  とにかく同じ烏山の駅前でも、烏山市のものと駅のほうで管理し

ているものと無料の空き地があるということでばらばらですので統一性を図ってください。 

 次に、野生鳥獣類の被害対策の問題についてお尋ねをいたします。８月２５日に茂木町で有

害駆除対策会議というのが茨城県、栃木県の自治体を初め広域的な八溝地域の方々の会議が国

からの要請で開かれました。２１市町村が対象ということで大変大きな会議だと思うんですけ

れども、そういう中で、非常に野生鳥獣類が広域化して被害もふえているというのが実情かと

思います。 

 そういう中で、茂木町では１年間に５０頭もイノシシが確保されているという状況でござい

ます。イノシシは非常に繁殖力がありまして、８０％駆除してもその残った２０％で１年たつ

とまたもとに戻るそうですね。それほどの繁殖力があるということなので、この対策は非常に

重要であります。昨年は電気柵についての補助があったんですけれども、今回はされておりま

せん。市貝町ではイノシシの進入を防ぐためのトタン板、電気柵等の購入に対して、補助２分

の１で５万円を限度に補助をしております。これは町単独でやっているそうです。ぜひうちの

ほうでも被害農家に対する支援対策を市としてもとっていただきたいと思うんですが、もう一

度ご回答をお願いしたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 
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○市長（大谷範雄君）  確かに防護対策については当地域に行きますと、大変喫緊な深刻な

課題だというふうに私も認識をいたしておりまして、過日、現場へ行ったところ、トウモロコ

シの畑をつぶさに見させていただきました。農家の皆さんにとりましても、このことについて

は深刻な問題であり、農業の意欲すらなくなる始末であろうと思っておりまして、このことに

ついては今、防護電線は県の補助ということでやっているようでございますが、かなり深刻と

いうこともございます。ワナ猟も解禁になったということもありますが、市として先ほどの自

立支援法と同じような考え方でございますが、これも財源の問題がつきまといますので、那須

烏山市としてでき得る支援対策はやるべきだろうと真剣に考えておりますので、ご理解いただ

きたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  野生鳥獣類関係ですね、やはり広域的な対策が必要だと、茂木や

市貝のほうで強力にやりますと、それがこっちへ回ってきたりするわけですよね。そういうこ

とで、一斉にやらないと効果はないというふうに思いますので、広域的な対策を求めます。そ

ういう意味では、同じような歩調を持って防護柵や電気柵についての支援をするとか、同じよ

うな対応をとっていただきたいというふうに思います。もう一度お願いします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  特に茂木町とは隣接、そして市貝とも隣接をいたしておりますから、

そのようなことで、特に茂木については那珂川文化の上流、下流でございますから、互いに連

携を持って取り組む必要があると思います。したがって、よく首長間同士でもそういった連携、

協調を組みながらやっていこうじゃないかという提言をしてまいります。ひとつその中で有害

鳥獣問題もできるなら同日同時刻とか同期間にとか、また補助的なものも同じようなことがで

きればいいと思いますので、そのことに向けて努力をさせていただきます。 

○議長（小森幸雄君）  １６番平塚英教君。 

○１６番（平塚英教君）  有害鳥獣駆除関係の補助金なんですけど、これは特定団体、猟友

会関係に委託をしてやってもらっているというのがあるんですけれども、実際に先ほど出た１

頭とか１８頭とかそういうレベルじゃないと聞いているんですよね。したがって、有害駆除に

関しては何か証拠を持って、例えばしっぽとか何とかそういうような実績に基づいて補助金を

出すべきだというふうに思いますので、お願いしたいと考えます。 

 デジタル化の問題でございますが、これは私らが今見えるテレビをデジタルにするわけじゃ

ないんですよね。国策として今のアナログ放送をデジタル放送にするということで法律で決ま

ったわけですから、これは国とＮＨＫについて責任があると考えます。現実に共同アンテナで

やっている組合では、そのための貯金も始まっているやに聞いておりますので、ぜひその負担
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軽減をお願いしたい。 

 先ほど質問漏れして申しわけございませんが、烏山線利用向上に向けましては市民号を復活

していただきますようお願いしたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  まず市民号については、昨年１０月１日合併で合併直後ということ

で初年度はかないませんでした。私もぜひ電化促進、利用向上のためには市民号が必要だと思

っておりますので、来年はぜひ盛大な形で市民の多くの皆さんが参画いただけるような企画を

してまいりたいと考えております。 

 デジタル化の問題、これもこのようなことで後戻りはできませんので、国、県に対する支援

策は最大限配慮するように努めて粘り強い要望運動をしてまいります。また、これも同じでご

ざいますが、市としてのでき得る支援対策も進めてまいりますので、ご理解いただきたいと思

います。（「有害駆除の助成金は実績主義にしていただきたいということなんですが」の声あ

り）環境部長が詳細を知っていると思いますので、答えていただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  経済環境部長佐藤和夫君。 

○経済環境部長（佐藤和夫君）  今の報告の状況が大変申しわけないんですが、正しい報告

になっているかどうか疑問な点がございますので、これから猟友会で十分調整しまして、とっ

た頭数をそういう形で報告いただければ補助でよろしいと思うんですが、これから相談をして

いきたいと思います。 

○１６番（平塚英教君）  以上で質問を終わります。 

○議長（小森幸雄君）  休憩いたします。 

休憩 午後 ２時１３分 

 

再開 午後 ２時２４分 

○議長（小森幸雄君）  再開いたします。休憩前に引き続き再開をいたします。 

 次に通告に基づき、２０番髙田悦男君の発言を許可いたします。 

 ２０番髙田悦男君。 

〔２０番 髙田悦男君 登壇〕 

○２０番（髙田悦男君）  ただいま本定例議会一般質問７番バッターとして小森議長から発

言の許可をいただきました２０番髙田悦男でございます。具体的な質問に入る前に若干の時間

をいただき、所感を述べたいと思います。 

 現在、最も憂慮されることは急速な少子高齢化社会と日本民族としては有史以来初めて人口

が減少に転じることであると考えます。１９９０年当時において、日本の総人口のピークは
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２０５０年と予想されていました。ところが、２００３年１２月の１億２,７６７万人をピー

クに飢餓や戦争の条件を除き人口が減少に転じたわけでございます。人口構成では５０歳以上

が４割を超え、いわゆる団塊の世代が定年を迎える４年後には労働生産人口が１,０００万人

減少し、７,４００万人になるであろうと予測されております。 

 さらに深刻な点は、昨年の３月に政府が発表しました若年無業者、在学中でも雇われ中でも

訓練中でもない、いわゆるニートの増加であります。このニートの語源はイギリスであります。

１５歳から３４歳のうち、通学者を除き就職の意志がない人と、意志があっても就職活動をし

ていない人を合わせた若年無業者が現在８５万人に上るとされております。この５年間で１３

万人増加をしています。第一生命経済研究所では、２０２０年に１５０万人を突破するだろう

と試算しているようであります。ニートを５年間続けると生涯賃金は平均の約７５％になると

見られており、このニートの存在により個人消費は０.２６％下打ちされ、２０００年から

２００５年の期間では潜在成長率を０.２５％押し下げていると報告しています。１５年後に

は、労働生産人口の中で若年無業者が２％を超えることになり、年金、健康保険制度等の崩壊

に拍車をかけようとしております。 

 政府は景気が回復していると言いますが、大企業や都市部でのことであり、地方においては

製造部門などの海外シフトによる影響や医療費の抑制策、福祉の切り捨てによる雇用の減少な

どにより、若者の就職環境にはまだまだ厳しいものがあります。都市と地方、持てる者と持た

ざる者、勝ち組と負け組、このサプライズの５年間にさまざまな格差が増大した社会、格差社

会の真っただ中に置かれているわけでございます。中高年の就職策もさることながら、これか

らの時代を担う若者の雇用確保こそ、国及び地方自治体が優先して取り組まなければならない

日本の最重要課題と考えるところであります。 

 それでは、これより既に通告済みの４点の課題について質問を進めていきたいと思います。

意を用いた市長の誠意ある答弁を求めるものであります。それでは１点目としまして、過去の

議会においても何度か取り上げておりますが、県道１０号線宇都宮烏山線についてお尋ねいた

します。栃木県が進める県道６０本構想の整備計画のもと、県道１０号線も高根沢町平田まで

の４車線化や仁井田バイパスの開通など着々と整備されつつあります。大金バイパス、大金ト

ンネルは開通して間もなく１９年になろうとしております。 

 旧南那須地内である急カーブの高瀬地区、狭隘で歩行者、自転車には危険このうえない福岡

交差点付近、車両は一方通行状態にあるＪＲ烏山線ガードなど地域住民から交通難所地区の改

良事業の早期実現を強く望む声をお聞きします。まず、用地取得が進んでいる高瀬トンネル工

事においての着工時期及び竣工の見通しと高瀬交差点の変則十文字の改良について、現時点で

の進捗状況をお聞きしたいと思います。 
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 福岡交差点付近の改良工事については、昨年夏、福祉センターにおいて地元住民説明会が開

かれ、本年度は初めて用地取得費が予算化されたと聞いておりますが、進捗状況についてお聞

きしたいと思います。この工区においては、住居の移転も考えられ、改築や改修を控えざるを

得ないという事情もありますので、住民の不安感を取り除くために一刻も早い事業の着手を要

望するものであります。 

 次に、富士見台工業団地などへの企業へ向かう大型トラックあるいは大型トレーラーにとっ

ては、難所となりますＪＲ烏山線ガードの拡幅及び田野倉交差点の改良工事についての住民説

明会は、開催されてから５年ほど経過をしております。大雨どきにはこのガード下から田野倉

交差点、消防分署方面に向かって雨水が集中するため側溝があふれ、付近の住宅などへの浸水

がたびたび起こっております。その抜本的対策も含めて、その後の市の対応策、県の取り組み

状況についてお聞きしたいと思います。 

 ２点目は、防災の取り組みについてであります。いよいよ本格的な台風シーズンがやってま

いりました。昔から災害は忘れたころにやってくると言います。地球温暖化の影響から来るの

か、最近の台風は日本の付近まで発達を続け、その勢力を保ちながら大きな被害をもたらしま

す。最大級の台風１２号は幸いにも東側にそれ、１３号は日本海を進んだため市内では被害は

見られませんでしたが、今回の台風１４号はまともに関東直撃のコースをたどっているようで

あります。しかしながら、先ほど昼のニュースにおいては、やや東にそれるとやや安心をして

おります。３度目の正直のことわざのとおり、厳重な警戒が必要であると私は思いました。 

 災害対策については旧２町で策定済みでありますが、市ではこれからの策定になることから、

確認の意味で避難場所や飲料水、非常食の確保を初め合併後の災害対策についてお聞きしたい

と思います。 

 続いて、災害発生時にその威力を発揮する防災無線でありますが、スピーカーからの見通し

がきかない地区については、平常時においてもその放送内容が聞き取れない状況にあります。

したがいまして、個別の受信機により難聴の解消を図ることができないか。予算的な問題もあ

ると思われますがお尋ねする次第であります。 

 ３点目としましては、市有施設等の安全対策と案内板設置についてお尋ねいたします。始め

に小中学校の校舎、体育館の階段や手すり、防火扉、照明や門扉などの定期点検、安全対策に

ついてお聞きしたいと思います。 

 とかく事故というものは思わぬとき、思わぬところを選び発生するものであります。おりる

ことのない防火扉に挟まれたり、予測できない照明器具の落下、台風や突風により門扉や鉄製

のサッカーゴールが倒れるというような他県における事故は教訓として生かす必要があると考

えます。 
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 次に、公園、プール、温泉施設など市民が利用する施設の安全対策を市長はどのように考え

るかお聞きしたいと思います。特に、風化の著しい木造施設、腐朽が著しい展望台などについ

ては早急に点検を行い、修理不能なら撤去も必要であると考えるところであります。 

 さて、合併をして１年になろうとしておりますが、市有施設等の案内板設置についてはほと

んど進んでいないのではないかと思われます。市民の皆さんから、旧町それぞれの施設がわか

りにくいと指摘をされております。市民の融和をさらに進めるためにも、案内板の設置を強く

求めるものであります。現在は、カーナビも普及しておりますが、市外からの観光客にとって

も我が市を訪れやすくなるものと思われます。 

 最後の４点目は、環境問題についてお尋ねいたします。まず、那須烏山市として地球温暖化

防止の取り組み状況についてお聞きしたいと思います。地球的に大気中の温室効果ガスの濃度

を安定化させることを目的として１９９２年２月、気候変動枠組条約第３回締約国会議が京都

において開催されました。詳細な内容が規定された京都議定書が採択され、米国の離脱、ロシ

アの批准などがあり、２００５年２月に京都議定書が発効したことはご案内のとおりでありま

す。 

 日本は、２００８年から２０１２年の間に、１９９０年比で温室効果ガスを６％削減する約

束をしましたが、２００４年の時点で８％上回っており、目標達成には大変難しいものがあり

ます。しかしながら、企業活動や個人の取り組みにより、温室効果ガスの削減を図っていかな

ければなりません。 

 最後にイノシシやハクビシン、スズメバチなどの増加は地球温暖化の影響や森林の荒廃、耕

作地の放棄など人的な面も考えられますが、野菜や果樹の収穫不能あるいは住宅においてのハ

クビシンのふん尿被害は深刻であります。 

 このハクビシンは食肉目ジャコウネコ科に属し、ヒマラヤからインドシナ、中国、台湾、日

本に分布し、体重は３キログラムから５キログラム、果実、昆虫、小動物を食べ、樹上生活、

森林に住むと言われますが、子育てには何と住宅の天井裏を利用します。足の裏には毛がなく、

後ろ足の第３指と第４指の一部がくっついていて、ものをつかむ力が大変強く、鉄パイプでさ

えいとも簡単に上ってしまうという特徴を持っております。古来から日本にいたのか、今世紀

になって輸入された動物か断定されておりません。ミカンが大好物のようでありますから、こ

れからの季節は捕獲が容易であると思います。私はこのハクビシンを評して木に登るイノシシ、

こう評価するのが妥当ではないかと思うような動物であります。 

 さて、スズメバチの被害がないようにとの思いで今回の質問通告をさせていただいたところ

ですが、去る敬老の日、市内においてオオスズメバチに襲われるという事故が発生しました。

そのショックにより亡くなられました滝 ヤスさんのご冥福を心からお祈りいたします。有害
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鳥獣、スズメバチなど那須烏山市としてどのような対策がとられるのか、大谷市長の考えをお

聞きするものであります。 

 以上１回目の質問といたします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

〔市長 大谷範雄君 登壇〕 

○市長（大谷範雄君）  ただいまは２０番髙田悦男議員から、県道１０号宇都宮烏山線の改

良について、防災の取り組みについて、市有施設等の案内対策と案内板設置について及び環境

問題について、４項目にわたりましてご質問をいただきました。その順序に従いましてお答え

を申し上げます。 

 まず、県道１０号宇都宮烏山線改良についてでございます。主要地方道宇都宮烏山線高瀬工

区につきましては、高瀬地内のＪＲ那須南の倉庫まで用地取得がおおむね完了いたしておりま

す。昨年までの県の説明では、平成２０年度にはトンネル工事に着手できるよう努力するとい

った説明でございましたが、市といたしましては一層の要望活動に努めてまいりました。なお、

トンネル工事は着手から３カ年を要すると聞いております。このことは１年でも早いあるいは

半年でも早い要望をさらに続けていきたいと思っております。 

 また、高瀬交差点、いわゆる変則交差点でございますが、本議会において向田、森田、高瀬

自治会から陳情書が出されております。変則交差点、大変危険な状況となっておりますので、

市といたしましてもこの交差点を含めた道路改良をするよう、県に強く働きかけてまいりまし

た。その結果、本年度は調査に入るというような報告もいただいております。これに伴いまし

て、市道高瀬森田線の一部改良が必要になり、県と調整をしながら実施をすることとなります

ので、ご報告を申し上げご理解をいただきたいと思います。いずれにいたしましても、当該工

区の早期完成が図られるよう県への働きかけはさらに継続をしてまいります。 

 次に、三百沢工区につきましては本年度から一部用地取得に入ったところであります。議員

ご指摘のように補償家屋が大変多く事業費も多大となりますことから、工事の着手、完了につ

きましてはまだ見通しはついておりませんが、市といたしましても１年でも早く完成させるよ

う、これからも要望してまいりたいと思います。 

 田野倉交差点の件につきましてもお尋ねがございました。ＪＲ烏山線の改築問題でございま

す。田野倉交差点は県道大金停車場線、ＪＲ烏山線ガードの拡幅は、県道宇都宮烏山線のそれ

ぞれの改良計画として５年ほど前、県において検討がなされ、平成１３年７月６日に地元関係

者に説明をされた経緯があります。その後の進展は、今のところないというのが現状でござい

ますが、その当時の状況と今の状況、県においても財政状況が急変をいたしまして、事業が見

送られてきた経緯でございます。ご承知のとおり、特にＪＲ問題は調整が極めて複雑でござい
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ますが、工事費も膨大になります。そのようなことから事業が大変難しくなっているものと想

定をしております。 

 しかしながら、ガード下の車道幅はきわめて狭隘でございます。排水対策も極めてまずい。

あわせて変則交差点、このような田野倉交差点の改築は本市の大きな課題、そして田野倉大金

地区の商店街の活性化にも、この改良工事はつながるものと考えておりますから、もう既に新

市になりましても、新たに土木の所長等に私から直接これを復活するような要望は既に出して

おりますので、さらに今後にありましても議会のご支援もいただきながら、この要望活動を強

力に進めていきたいと思っております。 

 次に、防災の取り組みでありますが、現在の市の地域防災計画は策定中でございます。災害

時における職員の初動マニュアル、連絡体制も新たに定めましたが、避難場所等の災害対策は

旧２町の地域防災計画に基づき行うことになります。この防災計画、平成１８年度中には完成

を考えております。現在の避難場所、避難経路でございますが、土砂災害防止法の区域指定が

されている場所もございまして、早急な見直しが必要でございます。 

 災害時の備蓄でございますが、備蓄食料１,８００でございますが、十分とは言えないと思

います。市の地域防災計画を策定をいたしまして、その防災体制の整備を図ってまいります。 

 防災行政無線についてのお尋ねでございます。現在、南那須地区に３７カ所、屋外拡声支局

を設置をしておりますが、難聴地区が多く存在いたしております。財政上の理由もございまし

て、一部難聴地区の極めてひどいところについては設置をした経緯がございますが、まだまだ

このフォローができていない。この実態もよく私も承知をいたしております。 

 合併をいたしまして那須烏山市となりまして、烏山地区には防災行政無線の整備が今のとこ

ろなされておりません。したがいまして、この総合計画の中で整備を考えていきたいと思いま

すので、この那須烏山市全域の防災計画の中、そういった中で防災行政無線の整備も考えてい

きたいと思いますので、ご理解をいただきたいと思います。 

 市有施設等の安全対策と案内板設置であります。このことにつきまして、毎年各学校、市教

育委員会においては各学期の開始時に各学校施設の点検を行いまして、早急に修理、修繕を必

要とするもの及び施設によっては優先順位等を考慮して年次計画で改善を図る。このようなこ

とを行っております。また、危険箇所等についてはその都度安全確認を行いまして、必要に応

じ改修等を行っている。このような実態でございます。 

 またさらに、市民が利用する公園、プール、温泉等の安全対策でございますけれども、各施

設を点検し目視することが大切である。このように思っております。特に本年７月に起きた埼

玉県の事故を教訓に、施設の点検をさらに強化をしていく必要性を感じております。さらに風

化の著しい木造施設等について内部に検討委員会を組織して再利用が可能か否か検討しながら
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対応していきたいと考えております。 

 合併をして間もなく１年であります。議員ご指摘のとおり、各施設等の案内標識は不足して

いるのが事実でございます。南那須地区の住民にすれば、烏山地区の施設の場所がわからず、

烏山地区の住民にすれば南那須地区の施設の場所がわかりづらい。このような意見も聞いてお

りまして、事実であります。また、市外からの訪問者に対しても看板があれば大変親切なこと

も承知をいたしております。今後、利用度の高い施設を中心に案内板の設置、徐々に設置を考

えていきたいと思いますので、ひとつご理解いただきたいと思います。 

 最後、環境問題についてお尋ねでございます。地球温暖化問題、日常生活、社会経済活動に

よる環境への負荷が長年にわたって蓄積されたことによって生じたものでございます。地域に

おける環境保全への取り組みが、地球環境を守る重要な役割を持つことを住民の一人一人が認

識をして地球温暖化問題の解決を目指し、地域からの取り組みを推進する必要がございます。 

 市といたしましても、温室効果ガス排出削減対策として京都議定書で定められた６％削減目

標に向け、地球社会の一員として目標達成に向けて積極的に対策を実施する必要があると感じ

ております。 

 この削減を図るための市としての取り組みでございますが、昼休みの市庁舎の消灯の推奨、

公用車のアイドリングストップの推奨、低公害車、これは市長車のハイブリッド車でございま

すが、これの導入、エアコンの設定温度、夏２８度、冬２０度の徹底、分別の徹底による可燃

ごみの減量化対策、資源物としての再利用も含まれます。クールビズの推奨などの取り組みを

行っております。 

 また、那須烏山市の豊かな森林の保全、育成、緑化の推進等を図ることによるＣＯ２の吸収

減対策ともなりますので、日常生活、事業活動を省資源、省エネルギーに配慮したものへと見

直していくための広報、啓発活動とあわせまして、国、県、事業者及び市民等と連携をいたし

まして地球温暖化対策を推進してまいりたいと思います。 

 次に、野生有害鳥獣等についてのご質問がございました。自然環境を構成する重要な要素で

もあるわけですが、この存在は私たちの目を楽しませてくれるだけでなくて、生活環境に豊か

さの大切な指標となるものであります。一方で、以前は保たれていました人間と野生鳥獣との

良好な共存が崩れまして、農作物への被害、人間の生活環境に影響を与える有害鳥獣の問題が

深刻化しつつございます。那須烏山市においても大変深刻な事態でございます。 

 現在の有害鳥獣対策といたしまして、カラス、カモ等の鳥類とイノシシを対象として猟友会

に依頼し有害鳥獣捕獲を行っております。本年度の実績、５月にカラス、カモ２１４羽、６月

から９月までに行っているイノシシが１頭となっておりまして、昨年度までイノシシにつきま

しては３日間から１週間までの捕獲期間で行っておりましたが、増加しつつある被害に対応す
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べく本年度は期間を延長し、特に力を注いでいるわけでございます。 

 有害鳥獣は地域を超えて行動いたしますので、近隣市町と協力、さらに効果的な捕獲を実施

してまいりたいと考えております。このほか次年度からは、ワナ猟の免許取得試験が規制緩和

され、農家の方々も免許を取得しやすくなります。被害農家が免許を取得しておりますと、ハ

クビシン等には有効かつ迅速な対応がとれると考えております。 

 有害鳥獣増加の原因につきまして髙田議員ご指摘のとおり、森林の荒廃、耕作地の放棄等の

問題がありまして、以前は里山でしかあらわれなかった野生鳥獣が人里まで下りてきている状

況でございます。この要因を考慮いたしますと、山林と人里との線引きができなくなっている

ことを解消することで、被害を軽減することが可能であると存じております。具体的に地元農

家の方々を対象に有害鳥獣の地域研修会などを開催をし、防護策やネット等の物理的排除方法

のほかに、有害鳥獣の生態及び耕作放棄地や山ぎわの草刈りの有効性を主とした、人間と野生

鳥獣のすみ分けのできる環境整備を視野に入れた防除方法についても情報提供し、被害の軽減

を図ってまいりたいと思います。 

 スズメバチ等の害虫についても有害鳥獣同様に森林の荒廃等で山林における生息地が減少し

たことが増加原因の１つと考えられております。有害鳥獣及び害虫対策を含めて森林、環境の

維持保全かつ健全な森林をはぐくむ取り組みを推進してまいりたいと存じます。 

 終わりに先ほど髙田議員からもございましたけれども、１８日の敬老の日に当那須烏山市の

女性市民の方がスズメバチに１００カ所刺されて死亡いたしました。まことに残念、痛恨の極

みでありまして、哀悼の真心を捧げたいと思います。 

 このスズメバチの対応でございますけれども、１９日に緊急部長会議を招集をさせていただ

きまして、市民の皆様方にスズメバチの至急のお知らせということでスズメバチに対する対応、

そして服装の在り方あるいは万が一刺された場合の救急策、あるいはスズメバチに関する相談、

連絡先を全戸配布させていただきました。きのう、きょうで那須烏山市全域、全戸配布をさせ

ていただきまして、市民の皆様に至急お知らせ啓発をしたところであります。 

 この対応でございますが、市としてできる研究についてはそういう広報活動でしのぎたいと

思いますが、やはり荒廃する森林、そういったところが大きな問題になってきていると思いま

すので、今後ともこのことについては間伐等も含めた森林の整備、そういったところが私は大

変先ほどのＣＯ２問題と同様に大切なのかなと考えておりまして、そういったところも森林組

合副理事長の髙田議員ともいろいろと情報交換をしながら、森林の整備の在り方についてさら

に推進をしていきたいと考えております。 

 以上答弁を終わります。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 
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○２０番（髙田悦男君）  質問内容を充実するために再質問いたします。 

 まず、第１点目の県道１０号線についてであります。１０号線につきましては、当然、事業

者である栃木県の意向あるいは財政力に左右されることになりますが、県との連携をさらにと

ることをここに切望いたします。高瀬トンネルの工区については了といたします。 

 ２番目の福岡交差点付近の改良事業についてであります。この地区は駐在所も含めまして約

７戸の住居の取り壊しも含めまして移転を余儀なくされると聞いております。当事者の意向を

尊重した対応を私としては強く求めるわけでございます。これらの移転に際して、市としてと

り得る策があれば、お聞かせ願いたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  三百沢付近の移転等に伴います道路拡幅ですが、もうご案内だと思

いますが、私といたしましては両側歩道を要望してまいりましたけれども、このことはどうし

てもかないませんでした。したがいまして片側歩道という形で進めることになります。したが

いまして、こちら側から行きますと左側の歩道部分がかかることになりまして、その分で７軒

の皆さん方が移転を余儀なくされるということでございます。もちろん法線はあのカーブを緩

やかにしますことから、駐在所も当然それにかかるわけであります。そのような法線になって

おりますので、確認させていただきますがそのようなことでございます。 

 そこで、市といたしましては、県との要望もございますけれども、住民の皆さん方の意見を

尊重するべきだということはそのとおりでございまして、県と住民の皆さんとの調整が円満円

滑にいくような形で、市が窓口になるような形で円満円滑にその移転を進めていく。そのよう

なことを考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  先ほど移転を余儀なくされるということを申し上げましたが、こ

の場合に土地を県に譲渡して代替地を求めることになるのが通常ではないかと思います。その

場合に、県のほうは取得税は当然免除されると思います。市民税については特に考えがあるの

かどうか。この１点。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  今言われたのは市民税を削減するとか、そういうことですか。事務

的なことは総務部長に答えさせますので。 

○議長（小森幸雄君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  土地の譲渡関係の税等につきましては一時所得ということにな

ってまいります。そうしますと、今回、道路等の拡張に伴います道路関係等については、こう

いう関係の特例の税等がございまして、一定額以下については免除をされるということになり
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ます。 

 以上です。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  了解といたします。 

 それでは３番目の田野倉交差点付近の改良についてでございます。ここは先ほども市長から

大変排水に難があるということだそうでありますが、この対応策については排水先が詰まって

いるのではないかと私はそのように判断するんですが、後で現場をよく見て排水の詰まりがな

いようにしていただきたい。特にガードの下だけがちょっと引っ込んでいる状況ですので、車

ではなかなかわかりにくいんですが、あそこは水が大変たまりやすい状況になっています。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  確かにちょっと大雨が降りますと、あそこに集中してたまる。通行

に支障があるということになりますので、その原因が、前に南那須町のときに調査をした経緯

があるんですが、そのときの状況については建設部長がわかれば報告してもらいたいと思いま

すが、あれはたしかあそこから田野倉の鍛治屋さんのほうに行って、それから川に流している

というルートだったと思うんですが、調査をした経緯があると思いますので建設部長、わかる

範囲で報告できればお願いいたします。 

○議長（小森幸雄君）  建設部長池尻昭一君。 

○建設部長（池尻昭一君）  お答え申し上げます。今、従前に調査した結果ということです

けれども、これについては私も調査を掌握しておりませんので、改めて県のほうと状況を調査

したいと思っております。 

 以上です。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  ここでものわかりを発揮して了とします。 

 それでは続いて２番の防災の取り組みについてお伺いをいたします。先ほど非常食の常備な

どについては答弁がなかったかと思うんですが。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  備蓄食料は１,８００食と申し上げました。このことにつきまして

はまだ現在少ないと思います。市の防災計画を平成１８年度中に策定をいたしますので、その

中で明確にその数量も入れていきますので、ふえることは間違いございません。今のところそ

のようなことでございますので、ご報告申し上げます。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  避難した場合についてお尋ねいたします。避難所においては切実
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な問題が発生するようでございます。何だと思いますか。トイレが圧倒的に足りない。これは

どこの避難所に行っても耳にいたします。したがいまして、非常時における仮設トイレの業者

との委託契約、先行的にこれはやっておくべきではないかと思います。また、持ち運びに便利

な携帯トイレも現在は販売されているようですので、こちらもある程度そろえておけばよろし

いのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  ご提言として受けとめさせていただきます。防災計画が来年の３月

までに完成をする中で、そのようなトイレの問題も明記をさせていただくことにいたします。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  トイレの件は了といたします。 

 続いて２番の防災無線の難聴地区の解消策についてであります。どうしても音波は上方に飛

んでいってしまうという難点がございます。低いところにスピーカーをつければ聞こえるんで

すが、それだとやはり遠くへ飛ばないという欠点がありますので、現在の難聴地区の解消策と

して個別の受信機を希望者に配布してはどうか。先ほども言いましたように予算面の問題はあ

るかと思います。しかしながら、この防災無線の電波がアナログ波だったらば比較的簡単に受

信機はつくれるのではないかと思っております。メーカーのものですとやはり四、五万円とい

うことを先ほども聞きました。秋葉原あたりで見つければもっと安いのがあるのではないかと

思いますが、余談として、その辺市長のお考えをお尋ねいたします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  最終的には総合計画の中で那須烏山市全域に那須烏山市としてふさ

わしい防災行政無線の整備をするということがまず前提でございます。その中で、今、旧南那

須地区に３７個の局を設置しております。これは調査によりますと、これを全部カバーして

１３局必要だと言われております。ですから、都合南那須地区だけでも５０局ということにな

るんですね。そういたしますとかなりの財政の負担がということになるんですが、今、個別の

受信機というお話をされましたが、その個別の受信機の効果、そして１３基を増設した場合の

効果、費用対効果のところをよく検証することも必要なのかなと思います。 

 いずれにいたしましても、このような今の難聴地域については受益者の皆さん方については

大変ご不便をおかけしていることも事実でございますので、そういうことも含めた那須烏山市

の全体計画を構想としてぶち上げる必要があるのかなと考えております。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  防災無線の難聴の解消策として、もう一つ提案をしたいと思いま

す。それは市内においては、ほぼ３０％以上の方がブロードバンドを利用されていると思いま
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す。したがいまして、市のホームページによって情報を発信するという方法もこれからは必要

なのではないかなと、これは平常時からやっていないとなかなかできないことでありますから、

その辺の検討をされてはいかがかと思いまして、提案する次第でございます。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  少子高齢化の中で独居老人世帯やら高齢者世帯等もございます。ブ

ロードバンドあるいはそういった高度なことについては、なかなか全戸に向けての対応という

のはなかなか困難かもしれませんが、これからは光ケーブルの時代、そういった時代を背景と

いたしまして、そういった推進方を主としていくのは当然だろうと思います。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  ２点目は了解といたします。 

 次に、小中学校の施設の定期点検、安全対策についてであります。以前、学校において焼却

炉を使わないということが１０年ぐらい前ですかね、申し合わされたことは記憶にあるんです

が、現在、この焼却炉についてはどのような形になっているのかお尋ねしたい。 

○議長（小森幸雄君）  教育長池澤 進君。 

○教育長（池澤 進君）  ただいまのご質問にお答えします。髙田議員がおっしゃるとおり

でございます。１０年前から各学校では焼却炉を使用しない。塵芥等については広域の焼却炉

にお願いするという基本姿勢をとってございます。 

 以上でございます。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  使用していないということで了解といたします。 

 もう一つ、荒川小学校校庭の樹木の中にポプラが１０本ほどあります。めどおり約３０セン

チメートル、樹高は１５メートルを超えると思われます。何年か前に高さ約５メートルほどの

ところで伐採してあります。しかし、成長著しく、先ほど言いましたように、最近また１５メ

ートル以上の樹高になったようであります。近所にも大変迷惑をかけている。風が吹くと葉や

枝が落ちてこまるという声をききます。子供の安全上からも、やはり数年前に行った５メート

ルほど残して伐採することが必要だと思いますが、市長の考えをお聞きします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  このポプラにつきましては大変伸びが早いということで、数年前の

台風期に一度倒木した経緯がございました。そのようなことから、５メートル程度に常日ごろ

気を配りながらやっているのでございますが、今のところはそのようなところで伸び切ってい

るというご指摘でございますので、髙田議員の専門から見たところで大変危険だということで

ございます。早急に現場確認をさせていただきまして、その子供たちの安全性、そして近隣の
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皆さん方にご迷惑にならないような伐採あるいはコサ刈りをさせていただくように指示をいた

しますので、ご了承いただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  実は学校の運動会にお邪魔をしまして、その点をお聞きしたとこ

ろ、予算不足で学校ではなかなかできないんだというような返答でございましたので、きょう、

ここで話を持ち出したわけでございます。 

 それでは次に、市民が利用する施設の安全対策でございます。先ほど風化の著しい木造の施

設については撤去も視野に入れているという答弁でございました。きのう私も二、三カ所見て

まいりました。やはり相当傷んでおります。階段を上っても私の体重でもやや危ないなと思う

ところがありました。ですから早急に点検を進めていただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  この危険箇所については先ほども申し上げましたけれども、子供た

ちの安全確保をする以上これは必要不可欠なものでございますので、そのような箇所があると

いう事実でございますが、さらに事務局でよく調査をさせまして、即そのような危険箇所等に

ついては対処をしてまいりたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  了解といたします。 

 続いて、市有施設等の案内板の設置についてであります。これは各担当課、担当部でそれぞ

れがばらばらに対応するのではなく、市として統一したロゴあるいは統一した色で看板を設置

してもらえれば、那須烏山市のイメージにつながると思いますので、市長の考えをお聞きしま

す。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  確かにこのことはおくれております。大変申しわけないんですが、

国の施設、道路なんかでも国、県も主要道は大体改善されましたが、まだこれもおくれており

ます。そのようなことから、市としても早急に進めなければならない事業なんでございますが、

今、ご指摘がありましたとおり、やはり統一した色、ロゴ等にするのは当然だろうと思います

ので、そのような総務の管理課を中心といたしました一元化でもって、この看板等については

対応させていただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  市長の答弁に了解といたします。 

 それでは最後の環境問題について再質問いたします。温暖化防止の取り組みというのはなか

なか目に見えない、そして先もなかなか読めないという対策でございます。私も省エネ関係を
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１５年ほどやっておりました。人的に規制をかける、つまりあなた方はこの２８度という温度

で満足してくださいよ。こういう規制はなかなかうまくいかないです。人に規制をかけるとい

うのは本当に無理があって、必ず対策がそこで頓挫してしまうんですね。自分からやろうとす

る意思がなければこういう運動は続きません。その場合に、私は体感温度、つまり室外の温度

と室内の温度の差を３度から５度にすれば、個人の満足感というのはある程度得られると、経

験からそのように考えております。 

 したがって、こういう省エネに関しては個人の思惑に余り入らないで、例えば議場の中は現

在ヒューミスタッドだけで動いております。サーモがついてないんですね。サーモで例えば

２６度あるいは２７度と設定すれば、みんなそれぞれ自分の手動でやっているわけではないか

ら、その部屋の温度に体がなれていくということになります。したがって、この議場のサーモ

スタットは早目にとりつけていただければと思っております。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  確かに言われますように、人によりまして冷房の温度もまちまちで

あることは私も事実だと思うんです。寒がりの人、暑がりの人、体重のある方、ない方とかい

ろいろ体型によっても温度は左右されると思いますので、一概にこれが２８度がいいかという

ことは確かに疑問がございます。そのようなところで２８度という一つの基準を設けないと、

規制というのはできませんので、２８度という線を冷房温度は決めさせていただいたという経

緯であります。もちろん体感温度等がなければ、これは２９度でも３０度でもよろしいのでは

ないかというふうに思いますが、節減のためには多少我慢をしていただくということが省エネ

だろうと思っておりますので、そのようなことで今後も取り組んでまいりたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  ２０番髙田悦男君。 

○２０番（髙田悦男君）  常に私はもったいない、もったいない。こういうことから仕事で

も何でも取り組んでおります。やはりこのもったいないという言葉が一番現代社会に求められ

ているのではないかなと思っております。ちなみに部屋の温度を１度下げることによってエネ

ルギーは約３０％必要としているんです。送風する風の強さについては送風機の回転を例えば

２分の１、低速にします。そうすると、その２分の１の３乗に比例した分だけ省エネになる。

このような数式なんですね。ですから、２分の１は８分の１の電力で済む。そういう結果が出

ております。すべてもったいないから始まったのがよろしいのかなと思っております。 

 では次に、有害鳥獣対策について最後の質問といたします。滝さんの事故後、翌日にはスズ

メバチに対する対応策を部長会議で取り入れたわけですね。迅速な行動で私は大変よかったと

思っております。また、イノシシの研修会を開いたのは部ですね、こういうことがやはり市民

に対する指導だと思っております。今後ともこの姿勢を保って、市民のための行政であること
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を期待して質問を終わります。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  有害駆除あるいはいわゆる害虫と言われる問題について、実は私も

このスズメバチには驚きました。大変驚きましたが、現実に起こったことは大変悲しい出来事

でございます。市ででき得ることはとにかく住民に知らせて、最低限でも緊急にできることだ

けはやっていただこうということから、全戸配布をきょう中、恐らくきょうで終わっているは

ずでございます。各自治会単位で回覧が回っているはずでございます。一部取っていただいて

回すというような回覧方式でやってまいりました。そのようなことで、ぜひ市民の皆さん方も

これに対する防御の啓発運動を進めてもらいたいと思います。もちろんイノシシについても、

先ほども平塚議員の質問とも重複するのでございますが、でき得る対応をしてまいります。ま

た、規制も大いに緩くなって、ワナ猟もできるようになったということでございますので、い

ろいろと隣接町との連携も図りながら対応していきたいと考えておりますので、ご理解をいた

だきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  休憩いたします。 

休憩 午後 ３時２４分 

 

再開 午後 ３時３６分 

○議長（小森幸雄君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 通告に基づき、１８番樋山隆四郎君の発言を許可いたします。 

 １８番樋山隆四郎君。 

〔１８番 樋山隆四郎君 登壇〕 

○１８番（樋山隆四郎君）  議長の発言の許可を得ましたので、早速質問に入りたいと思い

ます。私が今議会の一般質問の最後になるわけでありますから、最後は皆さん眠気を覚まして、

これをびしっと決めたいと思っておりますのでどうぞよろしくお願いをいたします。 

 さて、この一般質問でありますが、私は３点にわたって質問をするわけであります。第１点

は地方財政の健全化の推進ということでありますが、地方財政の健全化というのは国にあって

方便でありまして、これは地方財政をいかに縮小するか。そして国がいかに大きな債務をどう

いうふうにして解消するのか、その一端を担わされているわけであります。ですから、この健

全化というものが我々地方自治体に対してどういうふうな影響をあるいは変化をもたらすのか

市長に質問をするわけであります。 

 ２番目は、合併協議会の中で合併後調整し、統一するとあった事務事業について、既に現在

までに調整が済んだもの、あるいはまだ調整中のもの、そしてもう一つは合併後、まだ未着手
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なもの、あるいは解決困難なもの。こういうものを列挙していただきたい。 

 ３番目におきましては、総合計画、土地利用計画、都市マスタープランについてということ

でありますが、この３つの計画については両方の町が既に計画をしていたわけであります。こ

れに膨大なお金を使って、新たにまたこの計画を市という形で計画をしようとなっていて、も

う既にスタートして予算化もしているわけであります。そして、来年度の債務負担行為も決ま

っているわけであります。ですから、これはぜひ見直しをして、この財政難に少しでも貢献で

きればいいなと思っているわけであります。 

 特に１番の地方財政というものに関しましては、これは国のほうの財政と地方でやる事務事

業があるわけであります。国のほうの予算は約７９０兆円、地方は８３兆円です。地方のほう

が事務事業は多いわけであります。そして、この地方と国と両方に膨大な長期債務があるわけ

であります。国、地方合わせて約７７０兆円、そのほか財政投融資の長期債務は１４１兆円、

こういうものを国がどういうふうにして、また地方は２０４兆円の長期債務を抱えているわけ

であります。そのうちの３４兆円は地方交付税の特別会計から出ているわけであります。 

 ですから、こういう厳しい財政をどういうふうにしてこれから乗り切っていくのか、ここで

国は地方の財政をできるだけ減らそう。こういうふうにして地方を締めつけていかないと、国

のほうの借金も今までどおりに補助金であろうが、交付税であろうが、ぞろぞろぞろぞろ出し

ていてはどうにもならない。だから、この辺でひとつ歯どめをかけよう。国の国庫補助金、負

担金は平成１６年から平成１８年の３年間に４兆７,０００億円も減額しているわけでありま

す。また、税源移譲といってもたった３兆円しか税源は移譲していないわけであります。地方

交付税に至っては５兆１,０００億円、これほど３年間で減らされているわけであります。 

 これからどれほど減らされてくるのか。前々からこの議会で出ていますが、まず国に依存財

源が４０％、こういうところでこれを減らされるということは、首を絞められる。依存財源が

ゼロ。あるいは１割というぐらいならばまだわかります。しかし、４割も依存している自治体

はどうすればいいんだ。これに対するどういう歯どめを、あるいはどういう方法でこういう自

治体に対して国は優遇措置を与えるのか。これを我々は考えなければ、あした、あさってに急

に財源がふえるわけではありません。 

 また、行財政改革といって、１億円減額するだけでも大変な努力なのであります。こういう

ものを国が早急に減額措置をしてくると、我々は国が保証しているようなサービスもできなく

なるということになるわけでありますから、ぜひともこれは何らかの方法を構築しなければな

らない。こういうふうに考えているわけであります。 

 なぜ、国はこれほど急ぐのかと言えば、長期債務、先ほどあった国と県は７７０兆円、これ

は日本のＧＤＰの１５０％から１６０％になっているわけであります。１６０％なんていうこ
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とは日本の国家始まって以来なのであります。終戦後、あの大きな戦争をやったときもＧＤＰ

の１３０％でとどまったわけであります。あれだけ荒廃していても１３０％、しかし、今これ

ほど豊かになっても１５０％以上長期債務を抱えている国家なんていうのはどこにもないんで

す、先進国で。あのイタリアですら、もっと少ないわけであります。 

 ですから、今、資料に基づいて、日本は１５５％を超しているわけであります。イタリアが

１２８％ぐらいです。フランスは８０％、ちょっと切っています。ドイツも７０％、カナダも

６０％、アメリカは５５％、イギリスは５０％、こういうようにどこも低いのであります。と

ころが、これはどういうわけかというと、欧州共同体に加入するには６０％以下と決められて

いるわけであります。これだけの長期債務を日本みたいに抱えていては、ＥＵにも加盟できま

せん。 

 こういう状況の中で、日本がどうしてこれからこの長期債務を減らしていくか。一番困るの

はここで長期金利が上がるということなんです。今まではゼロ金利ベースでいったわけです。

これが１％上がったらこの金利は膨大なものです。何ぼ改革をやっても追いつかない。これと

同じようにこの那須烏山市が独自の財源を持って、そしていかに財政改革を断行しても、逆に

国、県から支給される財源が乏しくなれば、逆に追いつかない。いかに財政改革をしていろい

ろ努力をしても１億円だった。国から来る予算が１億５,０００万円カットされた。こうなっ

たならばイタチごっこで、逆にますますこの自治体の財政内容は厳しくなるわけであります。 

 ですから、私はこの問題に関して地方税の健全化などと言っているが、そういう問題じゃな

い、受けとめは。地方をいかに苦しめるか。地方に対する財源をいかに国は抑えるか。こうい

う考えでこれに臨まなければならない。ですから、ここで私は市長にどういうふうな見解を持

っているのか質問をするわけであります。 

 次に、２点目の合併協議会の中で調整したもの、あるいは現在、調整中のもの、そして未着

手のもの、あるいは調整不可能なもの、これはなぜここで質問するかと申しますと、私は前の

質問者にもありましたが、合併の効果、そして合併というものは何だったのか。既に統合ある

いは調整が済んで新たにスタートしている事情もあります。しかし、本来ならば、この１年で

やらなければいけないものに関して、まだ調整がついていない。こういうものも何点か指摘し

たい。こういう意味で、私はこの質問をするわけであります。 

 ３点目の各３つの計画でありますが、これに関しましては既にすべての計画があるわけであ

りますから、その計画を合成すればいいのではないのかと。そんな程度の質問でありますから、

これに関しては軽く流していただければ結構であります。 

 以上、３点について質問いたします。 

○議長（小森幸雄君）    市長大谷範雄君。 
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〔市長 大谷範雄君 登壇〕 

○市長（大谷範雄君）  ただいまは１８番樋山隆四郎議員から、地方財政健全化の推進につ

いて、合併協議会の中で合併後調整し、統一するとあった事務事業について及び総合計画、土

地利用計画、都市計画マスタープランについて、３項目にわたりましてご質問をいただきまし

た。その順序に従いましてお答えを申し上げます。 

 まず、地方財政健全化の推進の中で、地方財政健全化の推進は地方自治体にどのような変化

をもたらすのかとのお尋ねであります。我が国の経済情勢はご指摘のとおり、企業部門から家

計部門へと緩やかな景気回復が見込まれているものの、国の長期債務残高増嵩、国の財政状況

もまさに危機的状況にあるわけであります。一方、地方財政は数次の景気対策、地方財政対策

等に伴い発行した地方債の償還、社会保障関係経費の増加が大きな負担となりまして、これま

た構造的に極めて厳しい状況にあります。さらに三位一体の改革により、行政のスリム化の改

革を推進するとした国の歳出見直しと歩調を合わせ、地方歳出全般について徹底した見直しを

行うことにより、地方財政計画の歳出規模を抑制し、地方交付税総額を抑制するとしておりま

す。 

 地方自治体においても、少子高齢化の進展、人口減少社会の到来など、地方を取り巻く社会

経済情勢が変化する中、最も身近な住民サービスを行う地方の役割はますます増大をしており

ます。このような中にあって、持続可能な簡素で効率的な小さな政府を構築していくことも求

められているわけです。このために、地方においても不断に行財政改革に取り組む必要性を強

く感じているところであります。 

 そこで、地方財政の健全化を進めるためには、新たな地方分権制度改革への取り組みであり

ます。三位一体の改革の成果を踏まえ、次の課題等に一体的に取り組み、新分権改革を推進す

ることが肝要であります。地方分権に向け、国と地方の役割分担の見直しを進め、国の関与、

国庫補助金の廃止、縮小等を図る。地方税についても国と地方の役割分担の見直しを踏まえつ

つ、地方交付税、国庫補助金の見直しとあわせ、税源移譲を含めた税源配分の見直し、地方交

付税については交付団体の増加を目指すとともに、地方公共団体の財政運営に支障が生じない

ような適切な措置を講じつつ、簡素で新しい基準による算定を行う。このような見直しの実施

などであります。 

 第２には、地方一般財源の総額の確保であります。骨太方針２００６に基づき、国と歩調を

合わせた地方財政計画の歳出を見直し地方財源不足の圧縮に努めつつ、地方公共団体の安定的

な財政運営に必要となる地方税、地方交付税などの一般財源の総額を確保するとともに、必要

な地方債資金の確保、各市町村の集中改革プランを着実に実施するとともに、地方行革を強力

に推進する。地方公共団体の債務情報のわかりやすい情報開示を推進するなどであります。 
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 本市の財政状況、市税の伸び悩み、地方交付税、国庫補助金縮減などの歳入の確保が厳しい

上に、歳出面においても義務的経費の増嵩などにより、引き続き厳しい財政運営を強いられて

おりまして、財政の健全性を確保するための行財政改革が喫緊の課題となっています。このた

め、那須烏山市行財政改革集中プランに基づきまして具体的目標等を定め、行財政改革の推進

を図っているところであります。 

 歳入では、今後、国の構造改革等により、国からの財源が減少しますことから、市税等の自

主財源確保は急務であります。徴収率向上に努めることも必要であります。課税客体の把握、

嘱託徴収員の配置、公金収納本部の設置など滞納整理の強化を図ることといたしております。

企業誘致プロジェクトチームを設置するなど、財源確保に努めてまいりたいと思います。 

 歳出面では、人件費や職員数の削減、給与の抑制、公債費は将来の財政負担となりますこと

から、目標値を定めた起債の抑制、平準化を行ってまいります。また、物件費や補助費につい

ても抜本的見直しにより、一般財源の縮減を図り、投資的経費も事業の選別化により抑制をし、

歳出の見直しを行い、限られた財源の効果的、効率的な活用を図ってまいりたいと考えており

ます。 

 このように地方公共団体を取り巻く厳しい財政の中で、時代の変化とそれに伴う新たな課題

に迅速かつ柔軟に対応できる弾力的な財政体質を確立するためには、地方ができる財源確保へ

の取り組みが最も重要と考えております。 

 次に、合併協議会の中で合併後統一するとあった事務事業の中で、現在までに調整が終了し

たもの、未調整のもの、未着手のものについてご質問がございました。昨年１０月１日の合併

以来、１年が経過をいたしました。各種事務事業についてはおおむね順調に滑り出しができた

ものと考えておりますが、合併協議会では１,５１３の事務事業について調整を行いました。

合併までに旧南那須町、旧烏山町の例により統合した事業、再編した事業、廃止した事業、合

わせて１,２６９事業で、全体の８４％は合併までに調整が終了いたしております。 

 ご質問の合併後に統一するあるいは合併後再編するとした事業は２４４事業ございました。

９月１日現在で、統合あるいは再編をされた事業は１６７事業、現在も統合再編に向け調整中

のもの７０、未着手のものは７事業でございまして、現在まで９５％が統合、再編をされてお

ります。今後は調整中、未着手の事務事業について早急に調整を行い、市民生活に不便を来さ

ないよう努力を傾けてまいる所存でございます。 

 参考に未着手の事業７事業を申し上げますと、町歌に関すること、町の花、木、鳥等に関す

ること、町民憲章に関すること、市民憲章でございます。表彰に関すること、自主防災組織育

成支援事業に関すること、航空写真撮影及びシステム化に関すること、街並み委員会に関する

こと、７未着手の事業でございます。 
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 総合計画、土地利用計画、都市計画マスタープランについてお尋ねがございました。各計画

の策定と内容についてであります。総合計画につきましては、６月定例会の議会全員協議会に

おきまして策定方針のご説明をさせていただいたところでございますが、本市のさらなる飛躍

と発展を目指した新たなまちづくりをスタートするための計画として、策定事業に着手をした

ところであります。 

 策定にあたりましては、合併の際に策定した新市の将来ビジョンであります新市建設計画を

最大限に尊重しつつ、今後１０年間のまちづくりの理念や将来都市像、目指すべき行政像を明

確にしてまいりたいと考えております。 

 現在までの作業の進捗状況でございますが、計画策定にあたって職員間の共通認識を図るた

め、５月に全職員を対象とした説明会を開催をするとともに、庁内の横断的な検討組織として

土地利用構想等プロジェクトチーム、総括研究会、策定委員会を組織し、市民意向調査並びに

市の現況等の基礎調査の作業を進めるとともに、基本構想の骨格部分の検討を進めてきたとこ

ろであります。 

 また、市民参加による計画策定を進めるために、行政経営、健康福祉、経済環境、都市建設、

教育文化の５部門ごとに懇談会を設置するとともに、昨年の１１月に締結をいたしました宇都

宮大学との相互友好強力協定に基づきまして、各懇談会にアドバイザーとして専門の教授に参

画をいただいているところであります。 

 土地利用計画、都市計画マスタープランでございますが、国土利用計画法、都市計画法の定

めによりまして、上位計画である総合計画、まちづくりの基本構想に即して策定することとさ

れております。土地利用計画につきましては、土地利用の配分とその利用の方向性を定める長

期の目標、市の目指すべき土地利用の方向性を、都市計画のマスタープランにつきましては土

地利用の誘導や施設整備と市の将来都市像をそれぞれ定める計画であり、総合都市計画の土地

利用構想との関連が極めて強いことから、相互に調整を図りながら土地利用構想等プロジェク

トチームにおいて素案の検討を進めているところであります。 

 策定スケジュールでございますが、議決事項であります総合計画の基本構想並びに国土利用

計画那須烏山市計画につきましては、来年９月議会の上程を目標として作業を進めてまいりま

す。このため、総合計画策定審議会、部門別まちづくり懇談会の意見を踏まえながら、ことし

中には基本構想として議会にも説明をさせていただく予定でおります。また、総合計画の基本

計画並びに土地利用調整基本計画、都市計画マスタープランにつきましては、基本構想と並行

して作業を進めてまいりますが、平成１９年度中の策定を予定をいたしております。 

 各計画の策定と内容でありますが、都市計画マスタープランは都市計画法により、議会の議

決を経て定められた建設計画に基づきまして、市町村の都市計画に関する基本的な方針を定め
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ることが義務づけられていることから策定するものであります。このマスタープラン、２０年

後のまちづくりを描くもので、市の総合計画、土地利用計画に沿って計画的にまちづくりを推

進するためには重要な計画であると思っております。 

 策定業務については、本年５月２４日プレゼンテーションにより、業者を栃木県都市計画セ

ンターに選定し、現在、策定作業を進めているところでございますが、今後、都市計画審議会

の諮問を受けながら、平成１９年３月に中間報告、翌２０年３月議会に最終報告することとい

たしておりますので、ご理解をくださいますようお願いを申し上げまして、答弁とさせていた

だきます。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  今、市長から答弁をいただきました。１番目の質問に関しまし

ては、地方財政健全化推進に関する意見と地方財政審議会が出したような答申の内容でありま

した。そこで、私はこの地方財政の中でどういうことを言っているかと申しますと、平成２３

年基礎的財政収支を黒字にするためにはどうするかということになりますと、平成２３年度ま

でに約１６兆５,０００億円の歳出の減をしなくてはならないわけであります。そのうち、

１１兆４,０００億円を削減すると言っているわけであります。残りの部分に関しては税制改

革で対応しよう。これは増税であります。こういうふうに厳しい意見を骨太の方針の２００６

年で出しているわけであります。 

 そうすると、地方自治にとってはよほど警戒をする、あるいはこの問題に関して、特に先ほ

ど申しましたように、依存財源の高い自治体ではこれに果たしてついていけるのか。我々がい

かに行財政改革をやっても、国から来る依存財源をそれ以上にふやされる可能性はあるんじゃ

ないか。その辺に関して市長はどのような見解をお持ちか質問いたします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  国全体の財政計画のグローバルなご質問でございます。確かにご指

摘のところはよく私も理解できます。この三位一体の改革にあらわれておりますように、交付

税で見られるように、５.１兆円の削減がもう既に行われているわけであります。本市にあり

ましてもそのような中で、ことしの３月２９日にも臨時議会を開かなければならなかったとい

う特別交付税の１億６,０００万円の減、こういったことを見ましても、これから国のスタン

スはまさに国の財政赤字のつけを地方に回す形で進んでいることに、大変私は危機的な状況を

覚えております。そのような中で、今、私どもは平成１９年度については交付税については、

本市については合併の効果があらわれた形に実はなっております。しかし、実質は１.９％削

減をされている。 

 こういう状況からすると、これからの補助金、負担金の削減、財源移譲が、それでもこの場
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合の三位一体改革では全般では３８％しか来ていないわけです。そうしますと、本市も大体そ

の程度しか来ていないというふうに想定できますので、補助金削減が削減されて、また交付税

が削減された。その税源移譲はないわけですから、削減削減の何ものでもない。こういう危機

感を持っているわけでございますから、この交付税を見直しをするという新たな新分権法を今、

国はやろうとしておりますけれども、その中でこの依存財源と言いながら、やはりこれは地方

交付税固有の財源ですから、やはりそれを減額するというような計算方式だけは絶対やめても

らいたい。こういった強い危機感を持っております。 

 回答になるかどうかわかりませんが、そういったところで先ほど１４兆６,０００億円を削

るんだということは、恐らく地方交付税の削減そのものではないかと思っているんですね、こ

れからは。１４兆円すべて交付税かというかと、そうではないと思いますけれども、その半分

ぐらいは消費税を上げて確保するのか。あるいは半分ぐらいは地方の交付税をさらに減らす。

そういった骨太の方針と私は見ております。そういった意味では、大変危機的な状況になると

いうことは想定できます。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  今、市長は危機的状況である。また、市長もこういうものを感

じているというわけでありますが、しからば、その危機的状況を乗り切るためにどうするのか。

ここに論点が移るわけであります。その１番目は行財政の改革である。この行財政の改革がい

かほど進んでいるのか。いかほど危機感を持ってそれに邁進をしているのか。ここなのであり

ます。 

 ここに行く前に、まだもう一つこの地方交付税の問題にはとんでもないわなが仕組まれてい

るわけであります。それは三位一体の改革の中で３兆円を税源移譲するというふうに言ってい

るわけであります。その税源移譲は何かと言ったならば、所得税の１０％を県に４％、６％を

市町村に。それも住民税で徴収する。ここに問題があるわけであります。 

 平成１８年度は地方譲与税の中でこれを組み入れる。１００％組み入れるということで問題

はないのでありますが、平成１９年度から実施する個人住民税、ここに徴収権を市町村に与え

るということになった場合には、どのようになるのか。この辺を説明していただきたい。専門

でも構わないですから総務課長でも。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  徴収権が住民税ということになりますと、当然、市にその権利が移

りますので、仮にこれが１００％徴収できたとして、予定の税収が確保できるということにな

りますので、きのう来いろいろと論点になっております徴収対策にも大きな問題が出てくると

いうことになるんですね。ですから、実際には先ほども申し上げましたとおり、この三位一体
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の平成１６年、平成１７年、平成１８年の３カ年を見てみますと、確かに税源移譲は３兆円あ

りましたけれども、実際には補助金、負担金にかかるものは国全体では３８％に過ぎないので

あります。したがって実質削減なのでございます。そのほかに、地方交付税が５.１兆円削減

されているわけですから、これは削減削減の何ものではないというのは先ほどの繰り返しにな

るわけであります。 

 したがいまして、そういった税源移譲をこちらにいただきましても、１００％の徴収でもっ

て初めてその税源移譲が生きるということでございますから、確かにそういったところは先に

隠れているわなと言ったのは、まさにそのところにあるのではないかと私も思います。 

 総務部長、補足することがあればお願いしたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  税源移譲関係と交付税の関係について若干ご説明をしたいと思

います。 

 ご承知のように、税関係の移譲をされますと、当然、市税ということで歳入が計上されてま

いります。そうしますと、国のほうの現在の交付税の基準財政収入額で算入される率につきま

しては調定額の７５％ということになってまいります。そうしますと、少なくとも徴収率につ

いては７５％以上の徴収率をしないと、標準的な交付税から算入される維持関係ができないと

いうことになってまいるというふうに思っております。そういうことからしますと、今回も一

般質問等で当然、徴収率ということがご指摘をされておりますので、これについては努力をし

て目標を設定しながら徴収率の向上を図る必要性があるだろうというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  今、算入率を７５％と計算をする。それ以上上がればもうけだ

というふうな考えでしょうが、実はこれにも問題があって、都市部と地方、この財源の大きさ

が違うんです。これを今までは調整してくれていたわけです、基準財政収入額と基準財政需要

額とこれを今度は完全に取っ払って、こういうふうに所得税が少ないところと、都市部の所得

税の多いところ、この格差はどうなんでしょうか。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  ご指摘のとおり、財政力指数、基準財政収入額対基準財政需要額と

いうことでございまして、基準財政需要額については補正係数なるものがありまして、いろい

ろと義務的経費やら公債費のことが分母になるわけでございます。そのようなことから、今の

地方交付税の算定額になっていることも事実なものですから、したがって、調整財源というこ

とで、全国どこでも等しく国民が生活の福祉向上が保てるというようなところを基準財政需要
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額でカバーしていると言ってもいいんですね。 

 それが、これからの考え方は、今度、総務大臣がおやめになりますから、大分新たな方向性

を期待をしておりますけれども、今までの経済財政諮問会議等の状況を見ていますと、どうも

我々地方を無視した方向に行くようで、これも危機的な感情を持つ１つなんですね。交付税は、

人口と面積割だと言っているわけです。そうすると、私どものように人口が少ない市などは最

も不利でございますから、絶対反対だということを今盛んに一石を投じているわけでございま

す。 

 ですから、平成１９年度についてはある程度の合併効果が出た加算をいただいておりまして、

いっとき、これはもう合併したから甘いあめは終わったんだよという朝令暮改的な考えじゃな

くて、これは合併をした市については１０年間は面倒を見ますよ。あとの５年間は段階的に削

減しますと言っているんですから、そういった朝令暮改というのはうそはつかない、詐欺的行

為はしないということを強く今申し上げております。 

 そんなことで、私はこれからもこの国あるいは県を通してということになりますけれども、

強くその辺のところは要望していきたい。また、市長会等にも強く働きかけて、栃木県はやは

りちょっとおとなし過ぎるような気がします。そういうことで強く栃木県の市長会は怖い、あ

るいは栃木県は非常にこのことについては大変真剣だといったスタンスを国に見せつけるべき

だなと私は思っているんですが、いかがでございましょうか。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  今、市長から答弁がありましたが、私はもう一つ、恐らく総務

課長だと思うんですが、地域間格差の問題なんです。宇都宮とこの那須烏山市が地方交付税の

すべてではありませんが、その税源移譲された分に関して大変な格差が出てくる。この辺をど

ういうふうに考えるか質問いたします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  大変私もこれを感じております。今、新しい安倍政権ができる前の

３人の総裁候補の公約にもこの地域間格差是正を皆さん挙げていらっしゃいます。地方再生も

皆さん挙げていらっしゃる。私は格差社会は教育にもある、こういう政治にもある、あるいは

産業にもある。これは本当に明確にあらわれていると思います。そのとおりだと思います。栃

木県内でもあらわれているんですね、実は。交通網などにしても、宇都宮エリアでやるんだ。

これは税金でございますから、国も支援するんだ。これだったら烏山線をもう少し整備しても

らいたいと私は言いたいんです。そういうような財源の配分についても、私はその格差社会是

正、特に栃木県で言うならばこの県東部、大変おくれておりますから、そういったことも私は

もう少し格差是正の中で適切な財政の配分を知事には要望していきたいと思っているところで
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あります。 

 総務部長、補足があればお願いします。 

○議長（小森幸雄君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  地域間格差、当然、課税客体が相当違ってくるんだろうという

ふうに思います。単純に計算しますと、１００億円の収入があった場合については、交付税で

算入されるのが先ほどの７５％というふうにお答えをいたしました。裏を返しますと２５％が

自由に使えるという金になってまいるわけでございます。例えば私どものほうが２０億円の税

収ということで計算しますと、相当の開きが当然出てきますので、住民サービスの格差が懸念

をされることは当然なのかなというふうに思っております。 

 しかし、一定の水準を確保するという財源保障の今の交付税制度そのものが根本的に解消さ

れるという考え方に立ちますと、非常に厳しい財政運営をせざるを得ないというふうにも思っ

ております。先ほど市長のほうから、現在の交付税制度について強く要望をしてまいるという

ようなお話があったわけですけれども、私どものほうとしては国に依存をしているという実態

を考えますと、やはり現在の交付税制度そのものの維持をお願いをしてまいる必要性があると

ういうふうに思っております。 

 以上です。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  非常に地域間格差という問題が大きくクローズアップされてく

る。これは我々市自身の問題であります。ですから、先ほどこの問題を大きく取り上げなくて

はならないということは、市長は知事にこのことを要請する。国のほうがそういう方針である

ならば、県の救済策はないのか。こういうことも考えられるわけであります。このまま行けば、

どれほど格差が広がるのか。車で４０分で５０分の宇都宮のほうがずっと生活しやすい。こっ

ちは困ったもんだと。税金から何から高いけどサービスはもらえない。こういうことになりま

すと、市の存続の問題にかかってくるわけであります。 

 企業誘致、人口増加、こういう目標を掲げて、これから進んでいこうと言いますが、それに

喜んで来るような人がいない。その環境を十分に整えなければならない。定着人口をふやすた

めに、そのためには私は県の格差是正対策ということで、こういう市町村に対しては特別の県

の支出金をあげる。そして、この格差を是正する。これが今までの国のやり方だったわけであ

ります。 

 これを三位一体か四位一体かわからないですが、ぶっ壊して新しい制度をつくる。ここに問

題があるわけであります。ですから、この地方交付税も今、烏山は３８億４,６００万円、こ

の財源を見込んでいるわけであります。そのうち普通交付税が３３億円、特別交付税が５億４,
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６００万円、果たしてこれがもらえるのかどうか。去年もここにそごがあったわけであります。 

 この５億４,６００万円が果たして出るか出ないか。これを財政当局にお伺いしたいと思い

ます。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  先ほど申し上げました特別交付税に言及されましたが、合併時のあ

めといたしまして合併期はすべてもつよ。そして、この従来の額は確保するよ。そのような情

報のもとに平成１７年度については特別交付税７億２,０００万円計上したところであります。

ところがふたをあけてみたら５億６,０００万円、何と合併を除いた交付税が８７％も減額さ

れたというのがもう既にご案内のとおり実態なんです。それで、総務大臣あてに要望書を持っ

て県の財政課長もあるいは地元の代議士、県議も同行していただいて要望に向かった。抗議も

含めて行ったという経緯があったんですが、これは過日のご報告のとおりであります。 

 さて、今年はどうかというお尋ねでございますが、５億６,０００万円を、総務省の言い分

はこういうことでございました。あのときの特別交付税は両方合わせて４億円でしょう。５億

６,０００万円だから３割伸びているんじゃないの。こういう説明です。私はあきれ返って、

いろいろと抗議をしたわけですが、結果としてはひるがえることはできませんでした。今もそ

れはないんですが、５億６,０００万円、ぜひ確保したい要望を今でも続けているわけでござ

いますが、できるというとまたうそを言ったことになりますので、それに向けて努力をすると

言うしか今は言いようがないのであります。極めて不透明であります。確保したいと思ってお

ります。悪くも５億円台は確保したいと考えております。 

○議長（小森幸雄君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  交付税の今年度の関係についてお答えを申し上げたいと思って

おります。普通交付税関係につきましては既に決定されております。その金額を申し上げます

と、３５億２０４万５,０００円で決定をされております。そうしますと、予算額よりも多く

歳入になっております。広域行政等の負担金もこれから精査をして支出をするということにな

ってまいるというふうに思っております。広域行政関係の算入につきましては、病院関係、塵

芥処理関係、し尿処理関係等が那須烏山市のほうに算入をされているということでございます

ので、それらについても処理をしていきたいというふうに思っております。なお、これらにつ

いては当初予算でも概算は計上してございまして、その差額ということでございますのでそれ

ほど金額は出ないのかなというふうに思っております。 

 特別交付税がどうなのかということなんですけれども、市長の考え方と若干相違があるかも

しれませんけれども、事務的な考え方ということでご理解をいただきたいと思っております。

昨年度等の特別交付税から考えますと、今年度は昨年度よりも減ってしまうのかなというふう
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に考えております。事務的には５億円ぐらいの特別交付税を算入していただければ、その辺に

なってしまうのかなというような予測を現在しております。できる限り、特別交付税の要望等

もこれから当然その意図からもしてまいらなければいけないわけでございますので、これらに

ついては市長ともども最大限の努力をしてまいりたいというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  私はなぜその特別交付税を心配するかと申しますと、総務省の

事務次官通達は４月１９日で来ているわけであります。その中に特別交付税に関して説明があ

るわけであります。どういうことかと申しますと、これは合併市町村に対する交付額が前年度

に引き続き多額に上ることが認められることから、本年度の特別交付税の交付額は災害、市町

村合併等の特別な事業の増加要因がある以外の団体は、前年度より大幅に減少すると見込まれ

るので、特に留意をしなさいという通達が出ているわけであります。 

 予算編成の時期は３月あるいは１２月でありますから、この問題に関しては私は深く追及は

いたしませんが、あくまでもこれは４月の通達であります。注意しろよと言っているわけであ

ります。ですから、５億円を目標にするということであれば、その５億円というものにどうい

うふうに対応しなければならないか。ここに問題が出てくるわけでありますが、その対応策は

総務省に対してどういう圧力をかけるとか、いろいろな情報を使って間違いなくもらえるかど

うか早目に確認をするとか、去年はそれを怠ったわけであります。そしてああいう結果になっ

たわけでありますから、ぜひともこれは私はコネを使うなり、あらゆる手だてを使って発表す

る前にこの問題を確保する。こういう方策を考える必要があるのではないかと思いますがどう

考えるか。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  今のご発言のお言葉ではございますが、今回の特別交付税の平成

１７年度についてそのことについて要望は怠ったわけではございません。これは強くご理解い

ただきたい。これはもう７億２,０００万円の予算の中で間違いなく７億円は確保できる。こ

ういう県の指導もありましたので、これは間違いない、これは合併のあめということで、合併

金はすべて見るよ。あとは大体今の基準から見ると、この交付税は確保できるよ。そういった

見込みで私どもは考えておりましたので、７億２,０００万円ということは確保できる。 

 ところが、庁議の中で３月２９日にはそのような発表がなされたということでございますか

ら、あわてて今までの予算額と余りにも乖離し過ぎるということで、県の市町村課長まで行っ

たという実態を踏まえると、責任もあるからなんですね、県も責任があるから行った。そうい

うふうに解釈をしていただいて、聞くところによりますと、総務省まで行ったのは那須烏山市



平成18年第７回定例会 第３日 

－242－ 

だけだったということでございますが、そういったところで大変私どもは危機感を感じました

ので、そういった原因がありましたので、重ねてその辺のところはご理解をいただくほかござ

いません。 

 今後、これはそのようなことで県を通じまして、私は再度、総務省に確認の意味でまた要望

活動をやってまいります。これはもちろん地元の国会議員、県議、また市町に応じては県の財

政担当の方も同行させていただいて要望してまいると思います。これは当然、県から見れば、

私どもの那須烏山市だけの問題ではないわけでございますから、そういった危機的状況を訴え

る県のスタンスも必要かと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １８樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  ぜひともこの問題は予定額を支給してもらいたい。また、これ

ができなければどういうことかと申しますと、先ほど言っているように、大変なことが起きて

くるわけでありますから、この問題はぜひとも予算額５億円と見て、特別交付税の確保に努力

をしていただきたい。 

 さてそこで、これほど地方財政格差の問題あるいは財源不足の問題、危機感があれば、いか

にして行財政改革を早めるか。ここなんであります。これがこの自治体に課せられた大きな問

題であります。財源確保も当然であります。これは両面作戦をやらなければならないわけであ

ります。そうすると、行財政改革の中で特に人件費の問題あるいは市全体の補助金、負担金の

問題、こういうものをどれくらいの目標を持って今、取り組んでいるのか。この質問に移らさ

せていただきます。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  行財政改革につきましては、行財政改革集中プランに基づいて進め

ておりますが、今それを前倒しをしなければならないと考えておりまして、その中で人件費に

つきましても言及をされましたが、いろいろと人件費削減についても勧奨制度を設けたり、こ

の勧奨制度につきましては、既に平成１９年度、平成２０年度の報告が来ておりまして、これ

は数名以上の勧奨退職者が出る予定であります。また、新採用職員も平成１８年度、平成１９

年度採用をゼロといたしておりますこともご理解をいただきたいと思います。 

 またさらに、指定管理者制度、そしてこれからの市場化テストも入るだろうというようなこ

とで、私は民間の活力、経費節減を目的といたします指定管理者を初めとする市場化テストを

積極的に取り組んでまいります。そのようなことから、やまびこの湯であらわせますように、

民営化によりまして年間５,６００万円の削減ができておりますので、そのようなことを駆使

しながら前倒しで今進めております。 

 したがって、今後、補助金、負担金のこともございますが、人件費、補助金、物件費、そう
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いったところが大きな削減の効果があらわれる部分になりますので、そのようなことを行財政

改革プランの前倒しということで、今、進めております。着実に実績の上がっているものも今、

申し上げたとおりあるわけでございます。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  今、早期退職者が数名いるということでありますが、差しさわ

りがなければ、現在までの正確な人数と、来年からはどのぐらい人件費が削減できるのか。こ

のことを質問いたします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  今、私に報告がありますのは８名でございます。これは勧奨でござ

います。また、定年退職者がそれに加わりますので、来年の定年退職者は２名だったと思いま

すが、そのようなことでございます。経費等については私は大枠しかつかんでおりませんが、

１人平均８００万円ということになれば、退職者を入れて１０人と見ればざっと８,０００万

円の単純な計算は成り立つのかなと見ております。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  こういうふうに早期退職者あるいは定年退職者が年に１０人出

る。大ざっぱな話で８,０００万円というものが削減されるわけであります。先ほどの温泉で

５,６００万円、こういうふうに次々とやることをやっておけば、このとき初めて先ほどから

申している地方交付税の問題の減額にも対応できる。このほか、市としてはどういう問題にと

りかかって、来年度廃止する事業あるいは補助金を減額するものが現段階でわかっているもの

があれば、お知らせを願いたい。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  今、来年度につきましては人件費、定年退職者、そして平成１９年

度も新採用職員をゼロにしたということが明確な人件費削減ということになっておりまして、

そのほか補助金というような多少ばらまき的なことについては大きく見直さなければならない

と思いますので、そういった補助金、負担金にかかわるものにつきましては、この当初予算裁

定時までに削減の方策を原則に考えていきたいと思っております。 

 なお、昨年の当初予算については、聖域なしで５％の削減をさせていただいております。補

助金、負担金はご案内のように、なかなか事務方で削減をすると言っても実際は無理なんでご

ざいます。我が係だけは我がほうだけはと言いますが、その下に住民の組織、団体があるので

絶対だめだというようなことになりますので、大変難しいのでございますが、そういった補助

金、負担金を削減するにしてもやはりこれからはそういう民も入れた、あるいは有識者も入れ

た、学も入れた取り組みを行政主動でやるということにはむしろ限界があると私は思っており
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ます。そういう１つの検討委員会を立ち上げて、補助金の在り方、こういうことも積み立て方

式でやっていきたいと考えております。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  今、まさしく市長が外部団体による審議会をつくって、この問

題を検討したい。私はこれを前々から言っているわけであります。それはわかります。この所

管事務の各種団体をいかに説明責任があるといって説明をしても、もらうほうはそう簡単には

納得しないわけであります。また、我々議員でもやはり難しいわけであります。これは市民が

裏についているということは一番恐ろしいことであります。ですから、なかなかできない。 

 市長でできるか。これまたできるわけがない。選挙で洗礼を受ける人は非常に難しいのであ

ります。ですから、これは外部団体、そこで慎重に審議をしてもらって答申を受けて、それに

説明を臨む、その答申は必ず尊重する。それにはそれだけのしっかりした理由がある。こうい

うふうにならなければ、この問題はなかなか解決できないのであります。ですから、ぜひとも

これはそういう審議会をつくって、そして厳正に基準を設けて対処をしていただきたい。これ

以外に私は方法はないと考えるわけであります。この問題に関しては市長も同感だと思います

ので答弁は結構であります。 

 さて、時間も大分過ぎてまいりまして、この問題ばかりをやっていると次に進みません。で

すから、今の問題を含めて合併をした、そして調整が整ったあるいは整わないという中で、私

はその調整の整わない中で、ぜひともこれは急がなくてはならない問題というのは財政問題に

もかかわりますが、まず大切なことは何かといえば、この補助金、負担金の中で商工会と観光

協会なんです。何で今までできないんだ。消防なんかはできているわけであります。社会福祉

協議会もできているわけであります。これは大きな団体であります。 

 烏山商工会には運営資金として１,０５０万円の補助金が出ているわけです。南那須は５４１

万５,０００円であります。足して１,５９１万５,０００円であります。また、観光協会には

烏山は４４５万５,０００円であります。南那須は１,１６０万円であります。両方合わせると

１,４６１万５,０００円であります。これを商工会を一つにすれば、また余分な経費というも

のが削減できるのではないか。なぜこれができないのか。観光協会もしかりであります。 

 こういうもの一つ一つやっていかなければ、これはつぶすというのではないんです。合併を

すれば即こういうものに対応しなければ、まちづくりであるとか、こういうものを言っている

ときにこの団体があるいはここの都市間交流人口をふやす。このメーンの原動力になるのがこ

の組織であります。この組織がどうして合併できないのか。また、これをやらなければ合併の

効果がない。一番必要なところがいまだに残っている。既に１年たっている。これはどういう

理由なのか担当課にお伺いいたします。 
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○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  私のほうからまずお答えをいたしますが、確かに商工会、観光協会

は、この市の活性化の源と言ってもいいほど重要な組織団体であるという認識をいたしており

ます。商工会についても、この両町が合併協議会をつくったときにそういった協議会を立ち上

げようというような機運があったことも事実でございますが、それは今でもこの合併協議会が

構成をされておりまして、今のところは来年の４月を目途に今進めているというふうに聞き及

んでおりますので、商工会につきましては合併がなされるものと考えております。 

 この商工会が合併をして１,５００万円の経費云々のことでございますが、外郭団体につい

ては自主的な合併を促してきたということもございまして、そういうところがやはり円満円滑

な合併につながる。このような考え方からでございます。おかげさまで、社協は法に決められ

て合併しなければなりませんということでございますので、これは１０月３日に合併せざるを

得ませんでしたけれども、あとのシルバー人材なり消防団なり行政区の再編などは正直もう少

し時間がかかるのかなと思ってはいたところなんですが、やはりそういった融和融合をどうし

てもやるんだというようなことを強く団員たちも考えていたようでございまして、４月にでき

たということは大変ありがたいと思ってはいるんですが、そんなところで主なるところは３０

団体の合併がなされております。今、ご指摘の商工会、観光協会についても、今後、合併に向

けた指導をしている最中でございますので、もう少しそのような時間をいただきたいと思って

おります。重ねて申し上げますが、商工会についてはおそらく来年４月には合併が可能なのか

なと考えております。 

 担当部局、補足があれば発言をしてください。 

○議長（小森幸雄君）  経済環境部長佐藤和夫君。 

○経済環境部長（佐藤和夫君）  商工会につきましては市長が答弁したとおりでございまし

て、来年の４月１日を目標に今、合併協議が進んでいるところでございますので、私といたし

ましても来年の４月で合併になると思っております。観光協会でございますが、観光協会はこ

としの１月に、両観光協会の事務局が市長を囲んで合併に向けて協議をしていきましょうとい

う話し合いはやったわけでございますが、私は両観光協会の代表の方に、とりあえず合併のメ

リット、デメリットがあるはずでございますので、それらを例えば代表５人ずつ選出をいたし

まして話し合いに入っていくのがいいんじゃないのかという提案をしているわけでございます

が、それがまだ足並みがなかなかそろっておりませんので、これからもお互いにお願いをしま

して、まず代表者を出していただいて話し合いに入るという方向から進んでまいりたいと思い

ますので、もう少し時間はいただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 
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○１８番（樋山隆四郎君）  なぜ私はこういうことを申すかといえば、これは合併をして商

工会は４月から１つのものになれる。観光協会はまだ足並みが乱れていて調整がつかないんだ。

こういう問題ではなくて、合併をして新しい市の在り方に観光協会がどういうふうにして貢献

するんだ。こういう大きな問題があるわけであります。ただただ観光協会があればいいんだと

いうのではなくて、南那須の観光協会と烏山の観光協会が両方で、このまちをどういうふうに

して観光都市にあるいは集客をしていくんだ。その計画すらできないわけであります。それだ

ったら合併しても意味がない。だから、私はここを言っているんです。予算も出していないの

ならいいんです。しっかり予算もとっているわけであります。 

 だから、行政はそれに対して介入する資格がある。簡単に野放図にしておくわけにいかない

んです。そういうふうな態度で臨まなければなかなかこの合併は進まない。また、観光協会と

しての新しい市に対する対応はどうするんだ。その方策もできていないということになったら、

これは逆に市民に怒られる。だからこういう問題をはっきりしなければいけない。ですから、

私はこの問題に関しては行政が大いに関与していっていいと思いますが、どのような見解をお

持ちか。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  そういうことだろうと私も思います。９月１日からは観光協会も指

定管理者制度で指名をさせていただいたということでございます。これからも仮に合併をでき

ないにしても、今、ご指摘のとおり大きな組織を初めこの経営方針も見直していかざるを得な

いだろう。これがやっぱり指定管理者導入の１つのメリットだろうと思っておりますので、１

年７カ月の契約ということでございますから、それまでにいろいろ方針が固まって那須烏山市

の観光協会一本化で、こういった施策、方針でいくというようなものが固まれば、それが一番

よろしいのでございますけれども、やはり固まらないまでも指定管理者制度を導入したという

ことは、大きな改革の過渡期である、改革をするというようなことでございますから、大いに

行政も関与した改革を模索していくべきだろうと思います。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  行政がこれから少しずつ介入をしながら、指定管理者制度１年

７カ月の間に結論を出せということでありますから、この問題に関しては私はこれ以上は質問

をいたしません。 

 それともう一つ大切なことは、この協議の中でまだ調整をしていないという中で、一番必要

な行財政改革推進本部があるわけでありますが、これはどういうふうになっているのか。観光

協会よりもむしろこのほうが大切なのでありますが、推進本部ができているのかできていない

のか質問いたします。 
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○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  行革推進本部は旧両町では首長がトップとして組織をされていたと

いうふうに理解をいたしておりますが、議員ご指摘のとおり合併後はできていないということ

と認識をしておりますが、念のため関係部長がそのようなことで間違いないのかお答えをさせ

ます。 

○議長（小森幸雄君）  総務部長大森 勝君。 

○総務部長（大森 勝君）  まだ未設置でございます。その考え方につきましては、行財政

改革集中プランを先行させて作成をさせていただいたということもございますので、これらに

ついては早急に振興計画と歩調を合わせる形で立ち上げをさせていただきたいと考えておりま

す。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  だから私は本気になって行革をやる気があるのか。行革推進本

部をつくらないで行革だ行革だと、これは一番大切な問題なのであります。行革を推進する、

断行すると言ったならば、即行革の推進本部をつくって、びしびし指示を出していく。その中

には先ほど言った補助金、負担金の改革問題もできるわけであります。ですから、この推進本

部をつくらないで行革なんて言っていたのでは、まだまだこれは庁舎内でも本気になった行革

に取り組んでいないと私は判断するわけであります。 

 ですから、早急に行革推進本部をつくって、先ほど言った人件費の問題、あるいは指定管理

者制度によってどれだけのものが浮くか。これからの財政負担をどれだけ少なくするか。こう

いう目標を立ててこの本部をスタートさせなければいけないわけであります。また、その本部

がその先導役になるわけでありますから、この計画をしっかり立てて行革を進めていく。行革

の推進の本当の柱になる組織をいち早く立ち上げるのかどうか質問をいたします。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  行政改革集中プランは既にお示しのとおりであります。私は行政改

革推進本部は庁内の旧町あるいは市でありますから助役がキャップになるかもしれません。そ

ういう組織でございます。もう既にそれはなくても、私のトップダウンで進めていることは先

ほど来周知のとおりであります。したがいまして、この組織をつくることはたやすいことでご

ざいますが、やはりこれは今後、早急に立ち上げてさらに進めてまいりますが、既にこの行革

はもう合併時から進めているということはご理解をいただきたいと思います。今はまさに市長

のトップダウンでその行革はやっております。 

 しかし、行革推進本部は行革集中改革プランが先行する形で先に出しましたけれども、行政

改革推進室を新たに組織をしたこともご理解いただいて、そこを中心に今やっておりますから、



平成18年第７回定例会 第３日 

－248－ 

そういったことも職員の中の組織としては行革推進室というものを立ち上げておりますので、

こういう組織がなくても先行する形でやっているということはご理解いただきたいと思います。 

○議長（小森幸雄君）  お諮りいたします。本日の会議に予定された案件がまだ残っており

ますので、あらかじめ時間を延長したいと思いますが、ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○議長（小森幸雄君）  異議なしと認めます。よって時間を延長いたします。 

 １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  今、行革推進本部がなくても大丈夫なんだ。行革はもう既に集

中プランでできているからいいんだと。これではなかなか行革というものはそう簡単にいかな

いというのを私は言っているのであります。だから、この問題に関してはプランができたから

ではなくて、プランというのはあくまでも机上の理論なのであります。このプランを実行して

検証して、プラン・ドゥー・シー、これは今まで何度も何度も言ってきた。計画はするんであ

りますが実施ができない。またそれを評価をしない。それで新たな計画にもっていけない。 

 ですから、推進本部でなくても名前は結構です。しかし、この行革をだれが検証して、そし

てどういうふうにしていくんだと。プランはあるんですがそれを検証する、また実行する。こ

のために推進本部で名前はいいですが、そういう組織が欲しいということを申しているわけで

あります。ですから、名前じゃなくてこういうものをぜひ立ち上げて検証していただきたい。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  誤解のないようにお話を申し上げますが、行革推進本部なるものを

不必要としているということではございません。これは後先になりますけれども、行財政改革

集中プランを先に先行する形で出したということでございました。したがいまして、後の組織

等については早急に立ち上げる。このようにしたいと思いますが、この名称につきましては行

革推進本部がいいのか、やはりいろいろと庁内でも検討したいと思いますけれども、そんなと

ころですぐに立ち上げてみたいと思いますが、今そのようなことで実績といったものも先ほど

ご報告したとおりでございますが、とりあえず今の合併時の混乱期の中で、前倒しでやること

はやっているということでご理解をいただきたいと思います。 

 したがいまして、今後、合併ちょうど１周年ということもございますので、それを機にさら

にＰＤＣＡのお話も出ましたけれども、当然このようなことで今の案件についても、例えばや

まびこの湯一つにいたしましても、随時庁議を開催をいたしましてこの行革推進本部になるメ

ンバーとして、名前は違う形で今までも検証させていただいてチェックをしておりますことも

あわせて申し上げます。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 
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○１８番（樋山隆四郎君）  合併を機にこれを早急に立ち上げるということでありますから、

この件に関しましては了解をいたしました。 

 それともう一つは、先ほど来防災に対するいろいろな質問が出ていましたが、これもこれか

ら台風に備えるだけではなくて庁舎の防災に関する事項がどういうふうになっているか。防災

と言っても火災でも何でもいつ起きるかわかりません。その体制、それからもう一つは非常事

態、職員が非常事態に対してどういうふうにして招集するかとか、こういうものを早急に片を

つけておかないと、非常事態にどういう招集をするか職員もわからなかったということでは、

非常事態に対応はできないんです。 

 ですから、こういうものも含めて特に緊急を要するもの、いつ、何が起きるかわからない。

こういうふうな考えでいないと、これはいいだろうと言っていたときに後手に回るということ

は、最終的には市民に迷惑をかけるということでありますから、この問題に関しても、ぜひと

も早目にこの体制を整えていただきたい。特に庁舎の火災の問題、非常搬出物はどれなんだ。

だれが来るんだ。どういうふうに招集するんだ。命令系統から班編成まで、これはきっちりつ

くっておかなければならないわけであります。ですから、この問題に対する考えを質問いたし

ます。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  旧両町における防災計画なるものは整備をされておりましたけれど

も、これを新市に引き継いでおりますことから、平成１８年度中に地域防災計画を今、策定中

でございます。その中で庁舎の中の緊急事態に対する在り方、これも当然含まれるものとご理

解をいただきたいと思います。その中で、明確に庁舎内の緊急時の組織の在り方あるいは初動

体制あるいはもろもろの住民に対する情報、あるいは避難所の指示とかそういったところも明

確にされると思われますので、そのようなことで平成１８年度中にはすべて整備をしていきた

い。このように考えております。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  平成１８年度中ということでありますが、これは各町に防災に

対する備えはあったと思います。しかし、今、職員が混在しているわけであります。そうする

とそれが果たして機能するのかしないのか。こういう問題なんです。ですから、私は早急にこ

の問題を解消しなければいけないというのはそこなのであります。今、分庁方式をとっている

ので、前の庁舎でやった防災方式はなかなか通用しないんです。市全体でやらなければいけな

いわけであります。それを早急にやってほしいという考えで質問したわけでありますが、平成

１８年度中に何とかしたいということでありますから、本来ならば早急にやっておかなければ

いつ来るかわからない。ですから、備えあれば憂いなしということでありますから、ぜひとも
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早急にやってほしい。 

○議長（小森幸雄君）  市長大谷範雄君。 

○市長（大谷範雄君）  今でも防災計画があろうがなかろうが、やはりその緊急対応につい

ては対処しております。仮に震度４以上については課長以上招集とか、あるいは大雨に対する

ことにつきましてはすぐ庁議を開催いたしまして自宅待機とか、そういった指示は今でも合併

以来やっていることであります。庁舎が火事というような緊急事態に対することについても、

当然、全員集合ということになるわけでございますので、そういった対応についてはこの合併

後も防災計画がなくても機能いたしております。 

○議長（小森幸雄君）  １８番樋山隆四郎君。 

○１８番（樋山隆四郎君）  今、市長は防災体制は完璧である。できているから心配するな

という答弁でありますから、私はこれはこれで了解をいたします。 

 さて、もう時間がないんですが、各計画なんですが、これは私の意見を述べるだけにするか

もしれませんが、南那須にも烏山にも土地利用計画というのがあるわけです。土地利用計画な

んて合併したってどう変えるんだ。変えようがないわけであります。都市マスタープランの計

画もあるわけでありますから、これは両方を合わせるぐらいのことは有能な職員がいるのだか

らできるはずであります。それと烏山にも総合計画２０００年につくったのが２０１０年まで

ある。南那須にもあるはずであります。 

 ですから、これに膨大な経費というのは、ちょっと経費がかかり過ぎるのではないのか。こ

の間の質問でも、最低限のものをやったんだ。だから、このぐらいのものはやむを得ないのか

なということでありますが、総合計画には債務負担行為で５００万円入っているわけです。実

際その前に１,４２９万４,０００円かかるんです。それともう一つ、都市計画マスタープラン

には９１８万３,０００円かかるわけであります。 

 こういうものがかかるわけでありますが、私はこういうものは必要なくて有能な職員がこれ

を何とかつくることができるのではないか。そうすればこれも経費の節減になる。こういうふ

うな考えで質問をしようと思ったのでありますが、もう既に時間がありませんので、私はこれ

で質問を終わりますが、この辺に関しても、市長はよく検討して、もう債務負担行為で載せて

しまった、予算を決議してしまった。これはなかなか変更は難しいかもしれませんが、できる

だけこれからその負担を軽減するように、その会社に値切って値切って、そしておれらででき

るものはここまでやるよというふうにしてやっていただきたい。 

 以上です。もう終わります。 

   ―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○議長（小森幸雄君）  持ち時間の９０分が過ぎましたので、以上で本日の日程は全部終了
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いたしました。本日は、これで散会をいたします。 

 ご苦労さまでした。 

［午後 ５時０７分散会］ 


